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１ 関係機関
１－１ 国の機関

1 指定行政機関

名称 担当部署 所在地

内閣府 大臣官房総務課 千代田区永田町 1-6-1

国家公安委員会 連絡先は警察庁と同様 千代田区霞が関 2-1-2

警察庁 警備局警備企画課 千代田区霞が関 2-1-2

金融庁 総務企画局政策課 千代田区霞が関 3-2-1

消費者庁 総務課 千代田区永田町 2-11-1

総務省 大臣官房総務課 千代田区霞が関 2-1-2

消防庁 国民保護・防災部防災課国民保護室 千代田区霞が関 2-1-2

法務省 大臣官房秘書課広報室 千代田区霞が関 1-1-1

外務省 総合外交政策局人権人道課 千代田区霞が関 2-2-1

財務省 大臣官房総合政策課政策推進室 千代田区霞が関 3-1-1

文部科学省
大臣官房文教施設企画部施設企画課

防災推進室
千代田区霞が関 3-2-2

文化庁 長官官房政策課 千代田区霞が関 3-2-2

厚生労働省 社会・援護局総務課 千代田区霞が関 1-2-2

農林水産省 大臣官房食料安全保障課 千代田区霞が関 1-2-1

経済産業省 大臣官房総務課 千代田区霞が関 1-3-1

資源エネルギー庁 総合政策課 千代田区霞が関 1-3-1

中小企業庁 長官官房参事官室 千代田区霞が関 1-3-1

国土交通省 危機管理室 千代田区霞が関 2-1-3

国土地理院 総務部総務課 茨城県つくば市北郷 1

気象庁 総務部企画課 千代田区大手町 1-3-4

海上保安庁 総務部国際・危機管理官 千代田区霞が関 2-1-3

環境省 大臣官房総務課 千代田区霞が関 1-2-2

原子力規制委員会 長官官房総務課 港区六本木 1-9-9

防衛省 運用企画局事態対処課 新宿区市谷本村町 5-1

引用：内閣府指定平成 24 年９月 19 日時点、各省庁ホームページ
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② 指定地方行政機関

名称 担当部署 所在地

関東総合通信局 総務課
千代田区九段南 1-2-1

（九段第３合同庁舎 22 ・ 23 階）

関東財務局 総務部総務課 埼玉県さいたま市中央区新都心 1-1

東京税関 総務部総務課総務第一係
江東区青海 2-7-11

（東京港湾合同庁舎）

関東信越厚生局 総務課
埼玉県さいたま市中央区新都心 1-1

（さいたま新都心合同庁舎 1 号館 7 階）

東京労働局 総務課
千代田区九段南 1-2-1

（九段第３合同庁舎 12 ・ 13 ・ 14 階）

関東農政局 企画調整室
埼玉県さいたま市中央区新都心 2-1

（さいたま新都心合同庁舎２号館）

関東森林管理局 企画調整室 群馬県前橋市岩神町 4-16-25

関東経済産業局 総務企画部総務課
埼玉県さいたま市中央区新都心 1-1

（さいたま新都心合同庁舎 1 号館）

関東東北産業保安監督部 管理課
埼玉県さいたま市中央区新都心 1-1

（さいたま新都心合同庁舎 1 号館 11 階）

関東地方整備局 企画部防災課調整第一係
埼玉県さいたま市中央区新都心 2-1

（さいたま新都心合同庁舎２号館）

関東運輸局
総務部安全防災

・危機管理課

神奈川県横浜市中区北仲通 5-57

（横浜第２合同庁舎）

東京航空局 総務部国空保安対策課
千代田区九段南 1-1-15

（九段第２合同庁舎）

東京航空交通管制部 総務課 埼玉県所沢市並木 1-12

東京管区気象台 総務部総務課 千代田区大手町 1-3-4

第三管区海上保安本部 総務部総務課 神奈川県横浜市中区北仲通 5-57

関東地方環境事務所 総務課
さいたま市中央区新都心 11-2

明治安田生命さいたま新都心ﾋﾞﾙ18F

北関東防衛局 総務部総務課
埼玉県さいたま市中央区新都心 2-1

（さいたま新都心合同庁舎２号館）

③ 自衛隊

名称 担当部署 所在地

陸上自衛隊

東部方面総監部
東部方面総監防衛部 東京都練馬区大泉学園町

海上自衛隊

横須賀地方総監部
横須賀地方総監防衛部

神奈川県横須賀市

西逸見町１丁目無番地

航空自衛隊

作戦システム運用隊
作戦システム運用隊 東京都福生市大字福生 2552

引用：東京都国民保護計画、各局等ホームページ

引用：東京都国民保護計画、各隊ホームページ
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１－２ 都の機関

名称 担当部署 所在地

東京消防庁第八消防方面本部 防災係 立川市泉町 1156-1

第八消防方面本部消防救助機動部隊 機動総括係 立川市泉町 1156-1

立川消防署 警防課 立川市泉町 1156-1

警視庁立川警察署 警備課 立川市緑町 3233-2

東京都建設局 北多摩北部建設事務所 立川市柴崎町 2-15-19

東京都建設局 西部公園緑地事務所 武蔵野市御殿山 1-17-59

東京都福祉保健局 多摩立川保健所 立川市羽衣町 2-63

東京都都市整備局 多摩建築指導事務所 立川市錦町 4-6-3

東京都水道局 多摩水道改革推進本部 立川市緑町 6-7

東京都下水道局 流域下水道本部 立川市錦町 1-7-26

東京都総務局 総合防災部 新宿区西新宿 2-8-1

東京都環境局 多摩環境保全事務所 立川市錦町 4-6-3

東京都住宅供給公社 立川支社 立川市曙町 2-34-7
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１－３ 区市町村
区市町村国民保護担当部局一覧（1/3）

名称 担当部署 所在地

千代田区 政策経営部災害対策・危機管理課
〒102-8688

千代田区九段南 1-2-1

中央区 総務部危機管理課
〒104-8404

中央区築地 1-1-1

港区 防災危機管理室
〒105-8511

港区芝公園 1-5-25

新宿区 危機管理担当部危機管理課
〒160-8484

新宿区歌舞伎町 1-4-1

文京区 総務部（危機管理室）危機管理課
〒112-8555

文京区春日 1-16-21

台東区 総務部危機･災害対策課
〒110-8615

台東区東上野 4-5-6

墨田区 都市計画部危機管理担当安全支援課
〒130-8640

墨田区吾妻橋 1-23-20

江東区 総務部危機管理課
〒135-8383

江東区東陽 4-11-28

品川区 防災まちづくり部防災課
〒140-8715

品川区広町 2-1-36

目黒区 危機管理室生活安全課
〒152-0001

目黒区中央町 1-9-7

大田区 総務部防災危機管理課
〒144-8621

大田区蒲田 5-13-14

世田谷区 危機管理室災害対策課
〒154-8504

世田谷区世田谷 4-21-27

渋谷区 防災課
〒150-8010

渋谷区渋谷 1-18-21

中野区 防災分野
〒164-8501

中野区中野 4-8-1

杉並区 危機管理室危機管理対策課
〒166-8570

杉並区阿佐谷南 1-15-1

豊島区 総務部防災危機管理課
〒171-8422

豊島区南池袋 2-45-1

北区 危機管理室危機管理課
〒114-8508

北区王子本町 1-15-22

荒川区 生活安全課
〒116-0002

荒川区荒川 2-25-3

板橋区 危機管理室防災危機管理課
〒173-8501

板橋区板橋 2-66-1

練馬区 危機管理室危機管理課
〒176-8501

練馬区豊玉北 6-12-1

足立区 危機管理部危機管理課
〒120-8510

足立区中央本町 1-17-1

葛飾区 地域振興部生活安全課
〒124-8555

葛飾区立石 5-13-1

江戸川区 危機管理室防災危機管理課
〒132-8501

江戸川区中央 1-4-1

引用：東京都国民保護計画、各区ホームページ
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区市町村国民保護担当部局一覧（2/3）

名称 担当部署 所在地

八王子市 生活安全部防災課 〒192-8501 八王子市元本郷町 3-24-1

立川市 市民生活部防災課 〒190-8666 立川市泉町 1156-9

武蔵野市 防災安全部安全対策課 〒180-8777 武蔵野市緑町 2-2-28

三鷹市 総務部危機管理担当部防災課 〒181-8555 三鷹市野崎 1-1-1

青梅市 市民安全部防災課 〒198-8701 青梅市東青梅 1-11-1

府中市 行政管理部防災危機管理課 〒183-8703 府中市宮西町 2-24

昭島市 総務部防災課 〒196-8511 昭島市田中町 1-17-1

調布市 総務部総合防災安全課 〒182-8511 調布市小島町 2-35-1

町田市 防災安全部防災課 〒194-8520 町田市森野 2-2-22

小金井市 総務部地域安全課 〒184-8504 小金井市本町 6-6-3

小平市 総務部防災危機管理課 〒187-8701 小平市小川町 2-1333

日野市 総務部防災安全課 〒191-8686 日野市神明 1-12-1

東村山市 環境安全部防災安全課 〒189-8501 東村山市本町 1-2-3

国分寺市 総務部防災安全課 〒185-8501 国分寺市戸倉 1-6-1

国立市 行政管理部防災安全課 〒186-8501 国立市富士見台 2-47-1

福生市 総務部安全安心まちづくり課 〒197-8501 福生市本町 5

狛江市 総務部安心安全課 〒201-8585 狛江市和泉本町 1-1-5

東大和市 総務部防災安全課 〒207-8585 東大和市中央 3-930

清瀬市 総務部防災防犯課 〒204-8511 清瀬市中里 5-842

東久留米市 環境安全部防災防犯課 〒203-8555 東久留米市本町 3-3-1

武蔵村山市 防災安全課 〒208-8501 武蔵村山市本町 1-1-1

多摩市 総務部防災安全課 〒206-8666 多摩市関戸 6-12-1

稲城市 稲城市消防本部防災課 〒206-8601 稲城市東長沼 2111

羽村市 市民生活部危機管理課 〒205-8601 羽村市緑ヶ丘 5-2-1

あきる野市 総務部地域防災課 〒197-0814 あきる野市二宮 350

西東京市 危機管理室 〒202-8555 西東京市中町 1-5-1

引用：東京都国民保護計画、各市ホームページ
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区市町村国民保護担当部局一覧（3/3）

名称 担当部署 所在地

瑞穂町 住民部地域課
〒190-1292

西多摩郡瑞穂町大字箱根ヶ崎 2335

日の出町 生活安全安心課
〒190-0192

西多摩郡日の出町大字平井 2780

檜原村 総務課
〒190-0212

西多摩郡檜原村 467-1

奥多摩町 総務課
〒198-0212

西多摩郡奥多摩町氷川 215-6

大島町 防災対策室
〒100-0101

大島町元町 1-1-14

利島村 総務課
〒100-0301

利島村 248

新島村 総務課
〒100-0402

新島村本村 1-1-1

神津島村 総務課
〒100-0601

神津島村 904

三宅村 総務課
〒100-1212

三宅村阿古 497

御蔵島村 総務課
〒100-1301

御蔵島村入かねが沢

八丈町 総務課
〒100-1498

八丈町大賀郷 2551-2

青ヶ島村 総務課
〒100-1701

青ヶ島村無番地

小笠原村 総務課
〒100-2101

小笠原村父島字西町

引用：東京都国民保護計画、各町村ホームページ
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１－４ その他の公共機関
1 指定公共機関（1/3）
種別 名称 担当部署 所在地

医療
独立行政法人国立病院機構 本部総務部総務課 東京都目黒区東が丘 2-5-21

日本赤十字社 救護・福祉部救護課 東京都港区芝大門 1-1-3

公共的

施設

独立行政法人水資源機構 総務部総務課
埼玉県さいたま市

中央区新都心 11-2

首都高速道路株式会社
保全・交通部

防災対策グループ

東京都千代田区霞ヶ関 1-4-1

（日土地ビル）

東日本高速道路株式会社
管理事業部

事業統括チーム

東京都千代田区霞が関 3-3-2

新霞が関ビル

中日本高速道路株式会社
保全ｻｰﾋﾞｽ事業部

企画統括チーム

愛知県名古屋市中区錦 2-18-19

三井住友銀行名古屋ビル

電気

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 総務・法務室 東京都千代田区内幸町 1-1-3

東京電力ﾌｭｴﾙ&ﾊﾟﾜｰ株式会社 防災担当部 東京都千代田区内幸町 1-5-3

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 防災担当部 東京都千代田区内幸町 1-1-3

東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ株式会社 防災担当部
東京都港区海岸 1-11-1

ニューピア竹芝ノースタワー

電源開発株式会社 総務部総務グループ 東京都中央区銀座 6-15-1

日本原子力発電株式会社 東京都千代田区神田美土代町 1-1

ガス 東京瓦斯株式会社 総務部総務グループ 東京都港区海岸 1-5-20

旅客船

オーシャン東九フェリー

株式会社

東京都中央区築地 3-11-6

築地スクエアビル４階

マルエーフェリー株式会社 鹿児島県奄美市名瀬入船町 8-21

バス

ジェイアールバス関東株式会社 総務部 東京都渋谷区代々木 2-2-2

小田急バス株式会社 運輸部運行管理課 東京都調布市仙川町 2-19-5

神奈川中央交通株式会社 運輸計画部運転課 神奈川県平塚市八重咲町 6-18

京王電鉄バス株式会社
営業部

お客様サービス担当

東京都府中市晴見町 2-22

京王府中晴見ビル

京成バス株式会社 営業部業務課 千葉県市川市八幡 3-3-1

京浜急行バス株式会社 総務部総務課 東京都港区高輪 2-20-20

国際興業株式会社 管理部管理課 東京都中央区八重洲 2-10-3

西武バス株式会社 管理部管理課 埼玉県所沢市久米 546-1

東急バス株式会社 総務部総務課 東京都目黒区東山 3-8-1

東都観光バス株式会社 運輸部運輸課 東京都豊島区西池袋 5-13-13

東武バスセントラル株式会社 運輸統括部業務課 東京都足立区伊興本町 2-9-2

航空

ANA ウイングス株式会社 総務部 東京都大田区羽田空港 3-3-2

株式会社ＡＩＲＤＯ 総務部
北海道札幌市中央区北 1 条西 2 丁

目 9 オーク札幌ビルディング 8 階

株式会社スターフライヤー
経営企画部事業

企画グループ

福岡県北九州市小倉南区空港北町

6 北九州空港ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ本社ビル

株式会社ソラシドエア 総務部 宮崎市赤江宮崎空港内

スカイマーク株式会社 経営企画室
東京都大田区羽田空港 3-5-10

ユーティリティセンタービル 8 階

全日本空輸株式会社 本社総務部
東京都港区東新橋 1-5-2

汐留シティセンター

日本航空株式会社 本社総務本部
東京都品川区東品川 2-4-11

野村不動産天王洲ビル

日本ﾄﾗﾝｽｵｰｼｬﾝ航空株式会社 本社企画部 沖縄県那覇市山下町 3-24

引用：内閣官房指定公共機関公示、東京都国民保護計画、各団体・企業ホームページ
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指定公共機関（2/3）
種別 名称 担当部署 所在地

鉄道

日本貨物鉄道株式会社 総務部総務グループ 東京都千代田区飯田橋 3-13-1

東京地下鉄株式会社
鉄道本部

安全・技術部安全課
東京都台東区東上野 3-19-6

東海旅客鉄道株式会社 総務部総務課（企画）
愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-4

ＪＲセントラルタワーズ

東日本旅客鉄道株式会社 総務部危機管理室 東京都渋谷区代々木 2-2-2

小田急電鉄株式会社 鉄道技術部 東京都新宿区西新宿 1-8-3

京王電鉄株式会社
鉄道事業本部

計画管理部管理担当
東京都多摩市関戸 1-9-1

京成電鉄株式会社 鉄道本部計画管理部 千葉県市川市八幡 3-3-1

京浜急行電鉄株式会社 鉄道本部安全対策担当 東京都港区高輪 2-20-20

西武鉄道株式会社
鉄道本部計画管理部

管理課
埼玉県所沢市くすのき台 1-11-1

東京急行電鉄株式会社
鉄道事業本部

安全推進委員会

東京都渋谷区神泉町 8-16

渋谷ファーストプレイス 5Ｆ

東武鉄道株式会社
鉄道事業本部

安全推進部
東京都墨田区押上 1-1-2

海運

井本商運株式会社 営業部
兵庫県神戸市中央区浪花町 59

神戸朝日ビルディング

川崎近海汽船株式会社 総務部
東京都千代田区霞が関 3-2-1

霞が関コモンゲート西館 25 階

近海郵船株式会社 総務部総務課
東京都港区芝大門 1-9-9

野村不動産大門ビル７階

栗林商船株式会社 総務部
東京都千代田区大手町 2-2-1

新大手町ビルディング 3 階

琉球海運株式会社 東京支店
東京都中央区日本橋 2-15-5

PMO 日本橋２丁目３階

トラ

ック

佐川急便株式会社 労務運行管理部
京都府京都市南区

上鳥羽角田町 68 番地

西濃運輸株式会社 営業企画管理室 岐阜県大垣市田口町 1 番地

日本通運株式会社
作業管理部

広域自動車輸送専任
東京都港区東新橋 1-9-3

福山通運株式会社 社長室ＣＳＲ推進室 東京都江東区越中島 3-6-15

ヤマト運輸株式会社 社会貢献部 東京都中央区銀座 2-16-10

電気

通信

日本電信電話株式会社 第二部門 災害対策室
東京都千代田区大手町 1-5-1

ﾌｧｰｽﾄｽｸｴｱｲｰｽﾄﾀﾜｰ

東日本電信電話株式会社
ﾈｯﾄﾜｰｸ事業推進部ｻｰﾋﾞ

ｽ運営部災害対策室
東京都新宿区西新宿 3-19-2

ｴﾇﾃｨﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社
ネットワーク事業部

統合ネットワーク部

東京都千代田区内幸町 1-1-6

飯野ビル２階 201

KDDI 株式会社
運用本部運用管理部

統括グループ

東京都新宿区西新宿 2-3-2

KDDI ビル

ソフトバンク株式会社 総務部
東京都港区東新橋 1-9-1

東京汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

株式会社 NTT ドコモ 災害対策室
東京都千代田区永田町 2-11-1

山王ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ35F

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ株式会社 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｷｭﾘﾃｨ室
東京都港区東新橋 1-9-1

東京汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

引用：内閣官房指定公共機関公示、東京都国民保護計画、各団体・企業ホームページ
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指定公共機関（3/3）
種別 名称 担当部署 所在地

放送

日本放送協会 報道局気象・災害ｾﾝﾀｰ 東京都渋谷区神南 2-2-1

株式会社テレビ朝日 報道企画部 東京都港区六本木 6-9-1

株式会社テレビ東京 報道局・総務局 東京都港区六本木 3-2-1

株式会社 TBS テレビ 総務部 東京都港区赤坂 5-3-6

株式会社フジテレビジョン 報道局 東京都港区台場 2-4-8

日本テレビ放送網株式会社 報道局ニュース制作部 東京都港区東新橋 1-6-1

株式会社 TBS ラジオアンドコ

ミュニケーションズ
経営企画室 東京都港区赤坂 5-3-6

株式会社日経ラジオ社 編成センター 東京都港区虎ノ門 1-2-8

株式会社ニッポン放送 編成局報道部 東京都千代田区有楽町 1-9-3

株式会社文化放送 編成局報道制作部 東京都港区浜松町 1-31

その他
日本銀行

決済機構局

業務継続計画担当
東京都中央区日本橋本石町 2-1-1

日本郵便株式会社 社会貢献・ CS 推進室 東京都千代田区霞が関 1-3-2

災害

研究

機構

国立研究開発法人 海上・港

湾・航空技術研究所
総務部 東京都三鷹市新川 6-38-1

一般財団法人海上災害防止セ

ンター
総務部総務課

神奈川県横浜市西区みなとみらい

4-4-5 横浜ｱｲﾏｰｸﾌﾟﾚｲｽ６階

国立研究開発法人建築研究所 企画部企画調査課 茨城県つくば市立原 1

国立研究開発法人産業技術総

合研究所
企画本部 東京都千代田区霞が関 1-3-1

独立行政法人情報処理推進機

構
セキュリティセンター 東京都文京区本駒込 2-28-8

国立研究開発法人情報通信研

究機構
総務部 東京都小金井市貫井北町 4-2-1

国立研究開発法人森林研究・

整備機構
総務部総務課 茨城県つくば市松の里 1

国立研究開発法人水産研究・

教育機構
総務部

神奈川県横浜市西区みなとみらい

2-3-3 クイーンズタワーＢ15Ｆ

国立研究開発法人土木研究所 企画部研究企画課 茨城県つくば市南原 1-6

国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構
総務部

茨城県那珂郡東海村大字舟石川

765-1

国立研究開発法人農業・食品

産業技術総合研究機構

総合企画調整部

企画調整室
茨城県つくば市観音台 3-1-1

国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構

基盤技術センター安全

施設部安全対策課
千葉県千葉市稲毛区穴川 4-9-1

引用：内閣官房指定公共機関公示、東京都国民保護計画、各団体・企業ホームページ
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② 指定地方公共機関
種別 名称 担当部署 所在地

医療

公益財団法人献血供給事業団 供給部 新宿区若松町 12-2

公益社団法人東京都医師会 総務課 千代田区神田駿河台 2-5

公益社団法人東京都歯科医師会 総務課 千代田区九段北 4-1-20

公益社団法人東京都獣医師会 事務局
港区南青山 1-1-1

新青山ビル西館 23 階

公益財団法人東京都保健医療公社 総務課
東京都千代田区神田駿河台 2-5

東京都医師会館 3 階

公益社団法人東京都薬剤師会 事務局職能対策課 千代田区神田錦町 1-21

道路 公益財団法人東京都道路公社 総務部総務課
新宿区西新宿 2-7-1

小田急第一生命ビル 20 階

ガス

供給

昭島ガス株式会社 総務課 昭島市もくせいの杜 1-1-1

青梅ガス株式会社 供給部 青梅市新町 8-8-13

大東ガス株式会社 供給部保安課
埼玉県入間郡三芳町大字藤久保字

西 1081-1

一般社団法人東京都ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会 事務局 新宿区新宿 1-36-4 丁子屋ﾋﾞﾙ４階

武陽ガス株式会社 総務部総務課 福生市本町 17-1

旅客船

小笠原海運株式会社 運航部 港区芝浦 3-7-9ＤＫビル 8階

伊豆諸島開発株式会社 業務部業務課 港区海岸 3 丁目 6-43

神新汽船株式会社 総務部
港区海岸 1-16-1

ニューピア竹芝サウスタワー 5 階

東海汽船株式会社 総務部
港区海岸 1-16-1

ニューピア竹芝サウスタワー 5 階

バス・

タク

シー

一般社団法人東京バス協会 業務第 2 部
渋谷区初台 1-34-14

初台 TN ビル１階

一般社団法人東京ハイヤー・タク

シー協会
総務部

千代田区九段南 4-8-13

自動車会館６階

一般社団法人東京都個人ﾀｸｼｰ協会 事務局管理課 豊島区南大塚1-2-12 日個連会館５階

航空
新中央航空株式会社 総務部 茨城県竜ヶ崎市半田町 3177

東邦航空株式会社 総務部 江東区新木場4-7-51 東京ﾍﾘﾎﾟｰﾄ内

鉄道

首都圏新都市鉄道株式会社 運輸部運輸管理課 台東区小島 2-21-18 小島ビル４Ｆ

多摩都市モノレール株式会社 総務部総務課 立川市泉町 1078 番 92

東京モノレール株式会社 総務部総務課 港区浜松町二丁目 4 番 12 号

東京臨海高速鉄道株式会社 総務部総務課 江東区青海 1-2-1

北総鉄道株式会社 企画室 千葉県鎌ケ谷市新新鎌ヶ谷 4-2-3

株式会社ゆりかもめ 総務部総務課 江東区有明 3-13-1

海運

伊豆七島海運株式会社 業務部港 区海岸 3 丁目 6-43

株式会社共勝丸 東京営業所 中央区勝どき 5-12-9

新島物産株式会社 運輸部 江東区東陽 3-26-26

陸運
東京都庁輸送事業協同組合 事務局 新宿区新宿 4-3-15

一般社団法人東京都トラック協会 総務部企画課 新宿区四谷 3-1-8

放送

株式会社 InterFM 編成制作部
東京都品川区東品川 1-3-3

テレビ東京天王洲スタジオ 7 階

株式会社エフエム東京 報道・情報ｾﾝﾀｰ 千代田区麹町 1-7

株式会社 J-WAVE 編成局
港区六本木 6-10-1

六本木ヒルズ森タワー 33F

東京ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ株式会社 編成局報道政策部 千代田区麹町 1-12

引用：内閣官房指定公共機関公示、東京都国民保護計画、各団体・企業ホームページ
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１－５ 報道機関一覧

名称 担当部署 所在地

朝日新聞 立川支局 立川市曙町 2-38-5

毎日新聞 多摩総局 立川市錦町 1-1-24

東京新聞 立川支局 立川市曙町 1-13-11

読売新聞 立川支局 立川市曙町 1-27-10

産経新聞 多摩支局 立川市曙町 2-31-15 日住金立川ビル３階

日本放送協会（ＮＨＫ） 多摩報道室 立川市曙町 2-22-20

共同通信 立川支局 立川市柴崎町 2-3-7

日本経済新聞 多摩支局 立川市富士見町 6-63-3

時事通信社 立川支局 立川市曙町 2-9-1

ＴＢＳテレビ 立川市幸町 4-47-72

日本テレビ（ＮＴＶ） 八王子市本町 24-8

テレビ朝日 多摩支局 国立市富士見台 2-3-2

フジテレビ 立川市錦町 1-10-25

日刊工業新聞 西東京立川市曙町 2-38-5

東京メトロポリタンテレビジョン 多摩ニュースセンター支局 立川市錦町 1-10-25

Ｊ－ＣＯＭ東京 西エリア局 小金井市梶野町 4-5-1
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１－６ 災害時支援協定

1 他自治体との相互応援

番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

1
姉妹都市相互

支援協定書

平成 7（1995）年

4 月 17 日
長野県大町市

救助・救護活動、消防・給水

活動、児童・生徒の一時入学

及び被災者の受入業務、救援

物資調達等

2

震災時等の相

互応援に関す

る協定書

平成 8（1996）年

3 月 1 日

（当時）

東京都 27 市 3 町 1 村

生活必需物資、医薬品・資機

材の提供、車両等の提供、職

員の派遣、被災者の一時受

入、ボランティアの斡旋等

3

避難所施設利

用に関する協

定書

平成 8（1996）年

7 月 19 日

※立川国際中等教

育学校は、平成

25（2013）年 9 月

20 日

都立砂川高校、

都立立川高校、

都立立川国際中等教

育学校

避難所としての施設利用

4

避難所施設利

用に関する協

定書

平成 8（1996）年

9 月 13 日
都立立川ろう学校 避難所としての施設利用

5

災害時におけ

る相互応援に

関する協定書

平成 8（1996）年

10 月 16 日
埼玉県さいたま市

食糧・飲料水及び生活必需物

資等の提供、被災者の救出、

医療、防疫、施設の応急復

旧、救急・救助活動に必要な

車両その他の提供、救急・救

助及び応急復旧に必要な職員

の応援、被災者及び被災児

童・生徒その他の一時受入等

6

大規模災害発

生時等におけ

る相互応援に

関する協定書

（甲州街道サミ

ット参加12市）

平成 8（1996）年

11 月 27 日

改定

平成 28（2016）年

3月 31日

八王子市

府中市、調布市

日野市、国立市

甲府市、諏訪市

山梨市、大月市

韮崎市、茅野市

生活必需物資、医薬品・資機

材の提供、車両等の提供、職

員の派遣、被災者の一時受

入、ボランティアの斡旋等

7

災害時の避難

場所相互利用

に関する協定

書

平成 12（2000）年

3月 1日

国分寺市

武蔵村山市

東大和市

国立市

小平市

昭島市

指定避難場所の相互利用

8

災害時の情報

交換に関する

協定書

平成 23（2011）年

6月 9日

国土交通省関東地方

整備局
災害時の情報交換



資料編

13

番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

9

災害時におけ

る水再生セン

ターへのし尿

搬入及び受入

れに関する覚

書

平成 23（2011）年

7 月 1 日

東京都下水道局流域

下水道本部
し尿の搬入・受入

10

災害時におけ

る相互応援に

関する協定書

平成 24（2012）年

7 月 17 日
愛知県額田郡幸田町

食糧・飲料水及び生活必需物

資等の提供、被災者の救出、

医療、防疫、施設の応急復

旧、救急・救助活動に必要な

車両その他の提供、救急・救

助及び応急復旧に必要な職員

の応援、被災者及び被災児

童・生徒その他の一時受入等

11

多摩地域にお

ける下水道管

路施設の災害

時復旧支援に

関する協定書

平成29（2017）年

3月 31日

改定

平成 30（2018）年

10月 29日

東京都下水道局

東京都 25 市 3 町 1 村

東京都都市づくり公

社

下水道メンテナンス

協同組合

下水道管路施設が被災したと

きに行う復旧支援

12

災害時の支援

等に関する協

定書

平成 29（2017）年

5月 16日

財務省関東財務局

財務省関東財務局東

京財務事務所立川出

張所

一時滞在施設としての受入、

利用可能な未利用国有地の無

償提供、震災対応業務に係る

職員派遣、訓練実施の協力等

13

災害時におけ

るり災証明書

発行に関する

協定書

平成 30（2018）年

3月 28日

東京消防庁立川消防

署

災害時における火災被害に係

るり災証明書の発行支援

＊多摩地区都営水道の災害時等の相互応援協定（東京都、23 市、2町、平成 14（2002）年 4 月 1 日締

結）は省略

参考：立川市地域防災計画資料編
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② 民間団体との協定

番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

1

災害応急用米

穀調達に関す

る協定書

昭和 53（1978）年

10 月 26 日

立川市米穀販売同

業組合
米穀の提供

2

災害応急用調

整粉乳調達に

関する協定書

昭和 55（1980）年

12 月 23 日
森永乳業（株） 調整粉乳の調達

3

災害時におけ

る相互協力に

関する協定書

平成 10（1998）年

3 月 30 日
立川郵便局

車両、施設等の提供、情報の相互

提供

4

災害時におけ

る緊急輸送業

務に関する協

定書

平成 12（2000）年

3 月 1 日

赤帽首都圏軽自動

車運送協同組合多

摩支部

輸送用車両及び運転手の提供

5

災害時におけ

る緊急輸送業

務に関する協

定書

平成 12（2000）年

3 月 1 日

（社）東京都トラ

ック協会多摩支部
輸送用車両及び運転手の提供

6

災害時におけ

る応急対策の

協力に関する

協定書

平成 12（2000）年

3 月 1 日
立川市接骨師会

傷病者に対する応急救護の実施。

これに関する衛生材料の提供及び

労務の提供

7

災害発生時等

における燃料

等の優先供給

に関する協定

書

平成 13（2001）年

12 月 21 日

東京都石油商業組

合多摩支部
燃料等の優先的な供給

8

災害時におけ

る立川商工会

議所の協力に

関する協定書

平成 15（2003）年

8 月 14 日
立川商工会議所

道路啓開等の道路及び下水道等の

被害に対する応急措置

倒壊家屋等からの生存者を救出す

る業務

救援物資の提供及び搬送

浴場利用等のサービス提供

被害状況等の情報提供

9

災害時におけ

る立川市商店

街振興組合連

合会の協力に

関する協定書

平成 15（2003）年

8 月 14 日

立川市商店街振興

組合連合会

避難所の応急炊出し活動

避難所への緊急物資の提供及び搬

送

被害状況等の情報提供

10

災害時におけ

る食糧の供給

に関する協定

書

平成 15（2003）年

11 月 13 日
立川給食（株） 食糧の供給



資料編

15

番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

11

災害時におけ

る食糧の供給

に関する協定

書

平成 15（2003）年

11 月 13 日

シントミフーズ株

式会社
食糧の供給

12

災害時医療救

護活動に関す

る協定書

平成 16（2004）年

4 月 1 日

立川市三師会災害

医療センター
医療救護活動の協力

13

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 16（2004）年

6 月 1 日
㈱髙島屋立川店 食糧品及び日用品等の供

14

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 16（2004）年

6 月 1 日

ジェイアール東日

本商業開発㈱
食糧品及び日用品等の供給

15

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 16（2004）年

6 月 1 日

㈱三越伊勢丹

伊勢丹立川店
食糧品及び日用品等の供給

16

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 16（2004）年

6 月 1 日
㈱いなげや 食糧品及び日用品等の供給

17

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 16（2004）年

6 月 1 日
㈱ルミネ立川店 食糧品及び日用品等の供給

18

災害時におけ

る 衛 生 活 動

（理容）に関

する協定書

平成 19（2007）年

12 月 20 日

東京都理容生活衛

生同業組合
衛生活動（理容）

19

災害時におけ

る飲料の提供

及び情報配信

に関する協定

書

平成 20（2008）年

3 月 6 日

㈱ジャパンビバレ

ッジ
飲料の提供及び情報配信

20

災害時等の応

急活動の協力

に関する協定

書

平成 20（2008）年

3 月 25 日

立川市建設業四団

体連合会
応急活動
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番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

21

災害時におけ

る消防救助活

動の支援に関

する協定書

平成 20（2008）年

3 月 25 日
立川消友会 消防救助活動

22

災害時におけ

るボランティ

ア活動等の支

援に関する協

定書

平成 20（2008）年

3 月 31 日

社会福祉法人

立川市社会福祉協

議会

ボランティア活動等の支援

23

災害時等の災

害防災情報放

送業務に関す

る協定書

平成 20（2008）年

6 月 23 日

エフエムラジオ立

川㈱
市民への情報提供

24

災害時におけ

る自転車の提

供に関する協

定書

平成 22（2010）年

9 月 1 日

西武造園㈱・㈱プ

リンスホテル共同

体

（H24.4.1 変更）

自転車の提供

25

災害時等にお

ける車両等障

害物除去応急

対応対策活動

に関する協定

書

平成 23（2011）年

2 月 1 日

（社）東京都自動

車整備振興会立川

支部

放置車両等の移動

26

災害時におけ

る乳幼児避難

者等の緊急受

入に関する協

定書（西砂保

育園）

平成 23（2011）年

4 月 1 日

社会福祉法人

高峰福祉会
乳幼児避難者等の緊急受入

27

災害時におけ

る農産物等の

供給及び農地

の使用に関す

る協定書

平成 23（2011）年

5 月 11 日
立川農業振興会議 農産物の供給、農地の使用

28

災害時の応急

活動の協力に

関する協定書

平成 24（2012）年

3 月 29 日

東京土建一般労働

組合多摩西部支部
応急活動

29

災害時におけ

る動物救護活

動に関する協

定書

平成 24（2012）年

8 月 6 日

東京都獣医師会多

摩西支部
動物救護活動

30

災害時におけ

る飲料水の提

供に関する協

定書

平成 25（2013）年

2 月 1 日
（株）アクア 飲料水の提供
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番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

31

災害時におけ

る医薬品等の

調達業務に関

する協定書

平成 25（2013）年

3 月 25 日

ｱﾙﾌﾚｯｻ株式会社

株式会社ｽｽﾞｹﾝ

東邦薬品株式会社

株式会社ﾒﾃﾞｨｾｵ

医薬品の供給

32

災害時におけ

る食糧の供給

に関する協定

書

平成 25（2013）年

4 月 1 日

株式会社立川スク

ールランチサービ

ス

食糧の供給

33

災害時におけ

る協力に関す

る協定書

平成 25（2013）年

5 月 31 日

全日本冠婚葬祭互

助協会
遺体の安置・搬送等に関する業務

34

災害時におけ

る協力に関す

る協定書

平成 25（2013）年

7 月 1 日

東京多摩葬祭業協

同組合
遺体の安置・搬送等に関する業務

35

災害時におけ

る廃棄物処理

等に関する協

定書

平成 25（2013）年

11 月 1 日

廃棄物処理委託業

者（８社）
廃棄物処理

36

災害時におけ

る応急用食糧

品及び日用品

等の供給に関

する協定書

平成 26（2014）年

12 月 9 日
IKEA 立川 食糧品及び日用品等の供給

37

災害時におけ

る応急対策の

協力に関する

協定書

平成 27（2015）年

2 月 13 日

三和シヤッター工

業株式会社

公共建築物等のシャッター・ドア

等の緊急点検及び緊急修繕

38

災害時におけ

る乳幼児避難

者等の緊急受

入に関する協

定書（見影橋

保育園）

平成 27（2015）年

3 月 1 日

社会福祉法人和の

会
乳幼児避難者等の緊急受入

39

災害時におけ

る復旧支援に

関する協定

平成 27（2015）年

3 月 27 日

公益社団法人日本

下水道管路管理業

協会

下水道管路施設が被災したときに

行う復旧支援

40

災害時におけ

る被災者への

民間賃貸住宅

の情報提供等

に関する協定

書

平成 27（2015）年

5 月 1 日

公益社団法人東京

都宅地建物取引業

協会立川支部

被災者への民間賃貸住宅に関する

情報提供等
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番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

41

避難誘導標識

設置に関する

基本協定書

平成 27（2015）年

12 月 1 日

特定非営利活動法

人都市環境標識協

会

帰宅困難者対策としての避難誘導

標識の設置における基本合意

42

災害時におけ

る畳の提供に

関する協定書

平成 27（2015）年

12 月 8 日

「５日で 5000 枚

の約束。」プロジ

ェクト実行委員会

避難所等への畳の無償提供

43

地域貢献型広

告に関する協

定書

平成 27（2015）年

12 月 8 日

東電タウンプラン

ニング株式会社多

摩総支社

電柱広告への防災情報等の記載

44

緊急速報発信

ツール等の活

用及びガスの

安全に関わる

事象の情報提

供に関する協

定書

平成 28（2016）年

1 月 25 日

東京ガス株式会社

多摩支店

市の情報発信ツールを用いての情

報発信及び東京ガス株式会社多摩

支店からの情報提供

45

災害時におけ

る放送等に関

する協定書

平成 28（2016）年

2 月 1 日

株式会社ジェイコ

ム多摩
災害時の情報提供及び放送の要請

46

災害時におけ

る医薬品等の

調達業務に関

する協定書

平成 28（2016）年

2 月 1 日
酒井薬品株式会社 医薬品の供給

47

災害時におけ

る物資供給に

関する協定書

平成 28（2016）年

3 月 1 日

株式会社マツモト

キヨシ
食糧品及び日用品等の供給

48

災害時におけ

る日用品等の

供給に関する

協定書

平成 28（2016）年

3 月 25 日

株式会社ファース

トリテイリング
日用品等の供給

49

災害時におけ

る支援協力に

関する協定書

平成 28（2016）年

3 月 31 日

三井不動産株式会

社
援助物資の一時集積場所の提供

50

災害時におけ

る乳幼児避難

者等の緊急受

入に関する協

定書（江の島

保育園）

平成 28（2016）年

4 月 1 日

社会福祉法人童愛

会
乳幼児避難者等の緊急受入

51

行政告知放送

の再送信に関

する協定書

平成 29（2017）年

1 月 18 日

株式会社ジェイコ

ム多摩
行政告知放送の再送信
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番号 協定等の名称 締結年月日 協定相手 相互応援の内容

52

災害時におけ

る災害活動等

の支援に関す

る協定書

平成 29（2017）年

2 月 1 日
市内社会福祉法人

要配慮者等の受入

備蓄品の提供

支援物資提供拠点としての場所提

供

応急・復旧に必要な応援職員の派

遣 等

53

災害時におけ

る地図製品等

の供給等に関

する協定書

平成 29（2017）年

5 月 1 日
株式会社ゼンリン 地図製品等の供給

54

災害時の応急

救護活動にお

ける妊産婦及

び乳児ケアに

関する協定書

平成 29（2017）年

9 月 1 日

公益社団法人

東京都助産師会北

多摩第一分会

妊産婦及び乳児に対するケア支援

及び応急救護活動

55

災害時におけ

る緊急物資輸

送及び物資配

送等拠点の運

営に関する協

定書

平成 29（2017）年

9 月 29 日

ヤマト運輸株式会

社西東京主管支店

避難所等への救援物資の配送
物資配送等拠点の運営
救援物資の一時保管のための倉庫
施設の貸借
物資配送等拠点の運営に必要な資
機材の提供

56

災害時におけ

る災害活動等

の支援に関す

る協定書

平成 30（2018）年

2 月 20 日

医療法人社団

東京石心会

高齢者避難者等の受入

車両の提供

支援物資提供拠点としての場所提

供

57

災害時におけ

る無人航空機

を活用した支

援活動等に関

する協定書

平成 30（2018）年

4 月 25 日

特定非営利活動法

人クライシスマッ

パーズ・ジャパン

無人航空機による被災状況の調査

無人航空機により撮影した情報の

提供

調査により把握した被災状況を反

映した地図の作成 等

58

災害時におけ

る災害活動等

の支援

平成 30（2018）年

7 月 1 日

株式会社こたつ生

活介護

要配慮者等の受け入れ

車両の提供

支援物資提供拠点としての場所提

供 等

59

災害時におけ

る災害活動等

の支援

平成 30（2018）年

7 月 17 日

株式会社ハーフ・

センチュリー・モ

ア

要配慮者等の受け入れ

車両の提供

支援物資提供拠点としての場所提

供 等

参考：立川市地域防災計画資料編



資料編

20

２ 避難
２－１ 町丁字別人口

資料：住民基本台帳（平成30年1月現在）
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２－２ 防災無線設置状況
1 立川市固定（同報）系防災行政無線 子局設置場所（1/3）

町 丁目 番 号

１ リサイクルセンター 西砂 4 77 1

２ 西砂北第二公園 西砂 5 56 15

３ 消防団第一分団詰所 西砂 3 63 3

４ 西砂小学校 西砂 2 34 2

５ 第七中学校 西砂 6 28 3

６ 西砂地域センター 西砂 6 12 10

７ 殿ヶ谷北公園 一番 6 22 48

８ 松中橋北公園 一番 2 31 33

９ 松中小学校 一番 5 8 5

１０ 障害児通所訓練施設南 一番 4 7 15

１１ 天王橋南公園 一番 1 16 25

１２ 一番町北住宅 一番 4 62 3

１３ 第五中学校 上砂 3 27 1

１４ 大山小学校 上砂 1 5 33

１５ 第九小学校 上砂 2 18 1

１６ 上水水源 上砂 4 32

１７ 上砂五西公園 上砂 5 59 5

１８ 上砂川小学校 上砂 5 12 2

１９ 上砂五東第二公園 上砂 5 6 6

２０ 立川消防署砂川出張所 砂川 3 43 4

２１ 砂川四公園 砂川 4 27 17

２２ 流泉寺 砂川 2 45

２３ 砂川八公園 砂川 8 19 5

２４ 砂川七公園 砂川 7 15 13

２５ 砂川五番北第一公園 砂川 6 36 12

２６ 砂川学習館 砂川 1 52 7

２７ 柏保育園 柏 3 52 9

２８ 第十小学校 柏 1 31 1

２９ 柏小学校 柏 4 8 4

３０ 柏四北公園 柏 4 65 9

３１ 第六中学校 泉 786 16

３２ 第八小学校 幸 2 1 1

３３ 消防団第八分団詰所 幸 2 39 7

３４ ㈱サンキョー駐車場 幸 1 35

３５ 幸小学校 幸 5 68 1

№ 名称
所在地

出典：立川市地域防災計画資料編



資料編

22

立川市固定（同報）系防災行政無線 子局設置場所（2/3）

町 丁目 番 号

３６ 第四中学校 幸 5 49 1

３７ 幸学童保育所 幸 4 52 3

３８ 幸三公園 幸 3 24 11

３９ 旧けやき台小学校 若葉 1 13

４０ 若葉台小学校 若葉 4 24 1

４１ 第九中学校 若葉 3 19 5

４２ 若葉児童館 若葉 4 25 114

４３ 若葉公園 若葉 1 27

４４ 東栄公園 栄 5 9

４５ 南部公園 栄 4 32

４６ 栄緑地 栄 3 44

４７ 南砂小学校 栄 2 2 1

４８ 栄むつみ公園 栄 1 10 9

４９ 第五小学校 高松 1 12 25

５０ 高松三南公園 高松 3 26 6

５１ 高松児童館 高松 2 25 26

５２ プラザシティ立川１号棟屋上 曙 1 32 42

５３ ルミネ屋上 曙 2 1 1

５４ 第二中学校 曙 2 29 46

５５ 第二小学校 曙 3 23 1

５６ 曙三第二公園北 曙 3 9 4

５７ 第六小学校 羽衣 2 29 22

５８ 第三中学校 羽衣 3 25 6

５９ 錦第二公園 錦 1 5

６０ 第三小学校 錦 3 4 1

６１ 市営錦町住宅２号棟 錦 4 10 20

６２ 錦六東公園 錦 6 17 2

６３ 立川公園 錦 6 29

６４ 第七小学校 錦 5 6 43

６５ 錦二南公園 錦 2 8

６６ ルミエールコムロビル 柴崎 3 7 5

６７ 柴崎四公園 柴崎 4 2

６８ 第一小学校 柴崎 2 20 3

６９ 諏訪の森広場 柴崎 2 15 8

７０ 第一中学校 柴崎 1 3 4

№ 名称
所在地

1

1

13

15

2

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市固定（同報）系防災行政無線 子局設置場所（3/3）

町 丁目 番 号

７１ 柴崎四西公園 柴崎 4 19 5

７２ 柴崎福祉会館 柴崎 5 11 26

７３ 第四小学校 富士見 4 4 1

７４ 富士見一北公園 富士見 1 13 6

７５ 東京都農林総合研究センター 富士見 3 8

７６ 新生小学校 富士見 6 69 1

７７ 第八中学校 富士見 7 24 1

７８ 旧多摩川小学校 富士見 6 46 1

７９ 市役所 泉 1156 9

８０ 立川駅北口[文字表示板] 曙 2 1 1

８１ 立川駅南口[文字表示板] 柴崎 3 2 1

№ 名称
所在地

1

出典：立川市地域防災計画資料編
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2 立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（1/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（2/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（3/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（4/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（5/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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立川市地域系デジタル防災行政無線 呼出番号（6/6）

出典：立川市地域防災計画資料編
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２－３ 輸送施設と輸送力

① 道路

出典：立川市地域防災計画資料編

避
難

路
マ

ッ
プ



資料編

31

3 鉄道

主要区間におけるピーク時 1時間における定員乗車人員および通過人員

列車回数
列車編成

量数（両）

輸送力

（人）

通貨人数

（人）

混雑率

（％）

ＪＲ中央線（快速）（中野→新宿）

調査日Ｈ24,10,24（水） 7：39～8：39 30 10.0 44,400 85,990 194

ＪＲ中央線（緩行）（代々木→千駄ヶ谷）

調査日Ｈ24,10,24（水） 8：01～9：01 23 10.0 34,040 30,780 90

ＪＲ南武線（武蔵中原→武蔵小杉）

調査日Ｈ24,10,24（水） 7：30～8：30 25 6.0 21,000 40,800 194

ＪＲ青梅線（西立川→立川）

調査日Ｈ24,10,24（水） 7：05～8：05 16 9.3 21,904 31,670 145

ＪＲ五日市線（東秋留→拝島）

調査日Ｈ24,10,24（水） 7：14～8：14 5 6.0 4,440 6,690 151

西武新宿線（下落合→高田馬場）

調査日Ｈ24,11, 8（木） 7：43～8：42 26 9.2 33,600 53,166 158

多摩都市モノレール（高松→立川北）

調査日Ｈ24,11,15（木） 7：15～8：15 10 4.0 4,130 3,504 85

出典：（一財）運輸政策研究機構「平成26年版 都市交通年報」
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２－４ 避難施設

1 避難所（1/3）

番号 名称 所在地 電話 FAX 階層

1 第四小学校 富士見町 4-4-1 523-5228～9 529-0852

３階建校舎

給食調理

施設あり

2 旧多摩川小学校 富士見町 6-46-1 595-6347 595-6348 ４階建校舎

3 新生小学校 富士見町 6-69-1 524-3148 529-0993 ３階建校舎

4 第八中学校 富士見町 7-24-1 526-2007～9 529-1180 ４階建校舎

5 第一小学校 柴崎町 2-20-3 523-4428～9 529-0840

３階建校舎

給食調理

施設あり

6 第一中学校 柴崎町 1-3-4 523-4328～9 529-1005 ３階建校舎

7 第三小学校 錦町 3-4-1 523-4448～9 529-0850

３階建校舎

給食調理

施設あり

8 第七小学校 錦町 5-6-43 523-5348～9 529-0860

３階建校舎

給食調理

施設あり

9 第六小学校 羽衣町 2-29-22 523-5248～9 529-0859

４階建校舎

給食調理

施設あり

10 第三中学校 羽衣町 3-25-6 523-4348～9 529-1015 ３階建校舎

11 第二小学校 曙町 3-23-1 523-4438～9 529-0843

４階建校舎

給食調理

施設あり

12 第五小学校 高松町 1-12-25 523-5238～9 529-0854

３階建校舎

給食調理

施設あり

13 第二中学校 曙町 3-29-46 523-4338～9 529-1008 ３階建校舎

14 南砂小学校 栄町 2-2-1 525-1474 529-0940 ４階建校舎

参考：立川市地域防災計画資料編
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避難所（2/3）

番号 名称 所在地 電話 FAX 階層

15 旧けやき台小学校 若葉町 1-13-1 - - -

16 若葉台小学校 若葉町 4-24-1 536-3971～2 534-6943 ４階建校舎

17 第九中学校 若葉町 3-19-5 535-1415 534-6958 ４階建校舎

18 第八小学校 幸町 2-1-1 536-0031～2 534-6492

３階建校舎

給食調理

施設あり

19 幸小学校 幸町 5-68-1 536-3961～2 534-6944 ３階建校舎

20 第四中学校 幸町 5-49-1 536-2411～2 534-6949 ４階建校舎

21 第十小学校 柏町 1-31-1 536-2711～2 534-6934 ３階建校舎

22 柏小学校 柏町 4-8-4 537-1962～3 534-6946 ３階建校舎

23 第六中学校 泉町 786-16 537-3195～6 534-6954 ４階建校舎

24 大山小学校 上砂町 1-5-33 535-2850～1 534-6945 ３階建校舎

25 第九小学校 上砂町 2-18-1 536-2231～2 534-6929 ３階建校舎

26 上砂川小学校 上砂町 5-12-2 537-1801 534-6948 ４階建校舎

27 第五中学校 上砂町 3-27-1 536-2511～2 534-6953 ３階建校舎

28 西砂小学校 西砂町 2-34-2 531-2621 531-5269 ３階建校舎

29 松中小学校 一番町 5-8-5 531-3821～2 531-6085 ４階建校舎

30 第七中学校 西砂町 6-28-3 531-0511～3 531-6103 ４階建校舎

※ 旧けやき台小学校は、若葉台小学校新築工事のため使用中止（平成 30（2018）年 4 月～）

参考：立川市地域防災計画資料編
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避難所（3/3）

番号 名称 所在地 電話 FAX

1 総合福祉センター 富士見町 2-36-47 529-7100 529-8676

2 滝ノ上会館 富士見町 4-16-10 527-8762 527-8762

3 富士見児童館・南富士見学童保育所 富士見町 7-7-12 525-9020 525-9020

4 多摩川学童保育所（多摩川図書館） 富士見町 6-51-1 527-5510 527-5510

5 柴崎学習館 柴崎町 2-15-8 524-2773 524-9459

6 柴崎会館 柴崎町 1-16-3 529-1081 529-1081

7 柴崎福祉会館 柴崎町 5-11-26 523-4012 521-2738

8 錦学習館 錦町 3-12-25 527-6743 527-6743

9 たましん RISURU ホール（市民会館） 錦町 3-3-20 526-1311 525-6581

10 錦児童館・錦学童保育所 錦町 3-12-1 525-6684 525-6684

11 羽衣中央会館 羽衣町 2-26-7 524-8601 524-8601

12 羽衣児童館・羽衣学童保育所 羽衣町 2-44-16 526-2336 526-2336

13 曙学童保育所 曙町 3-24-28 522-6471 522-6471

14 曙福祉会館 曙町 3-44-17 529-8567 528-6742

15 高松学習館（健康会館） 高松町 3-22-5 527-0014 523-9532

16 高松会館 高松町 2-25-26 528-1080 528-1080

17 高松学童保育所 高松町 3-6-9 522-6078 522-6078

18 さかえ会館 栄町 4-6-2 529-6546 529-6546

19 若葉会館（若葉図書館） 若葉町 3-34-1 535-3473 535-3473

20 若葉児童館・ 若葉学童保育所 若葉町 4-25-114 536-1400 536-1400

21 若葉台学童保育所 若葉町 4-24-1 536-6896 536-6896

22 幸学習館 幸町 2-1-3 534-3076 534-6698

23 こぶし会館 幸町 5-83-1 537-0810 537-0810

24 幸福祉会館 幸町 5-57-14 535-2197 535-5797

25 幸児童館 幸町 2-19-1 537-0358 537-0358

26 中砂第２学童保育所 幸町 2-1-2 536-1256 536-1256

27 幸学童保育所 幸町 4-52-3 537-2474 537-2474

28 柏学童保育所 柏町 1-31-5 536-2195 536-2195

29 砂川学習館 砂川町 1-52-7 535-5959 535-5967

30 こんぴら橋会館 砂川町 3-26-1 535-7285 535-7285

31 上砂会館・上砂児童館・上砂第 3 学童保育所 上砂町 1-13-1 535-1557 535-1557

32 大山学童保育所 上砂町 1-6-3 535-2215 535-2215

33 天王橋会館 一番町 3-6-1 531-4448 531-4448

34 一番福祉会館 一番町 6-17-87 531-2945 531-2040

35 西砂学習館 西砂町 6-12-10 531-0431 531-0431

36 西砂会館 西砂町 5-11-13 531-0066 531-0066

37 西砂児童館・松中学童保育所 一番町 6-8-37 531-0433 531-0433

38 西砂学童保育所 西砂町 2-34-2 531-0434 531-0434

参考：立川市地域防災計画資料編
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② 二次避難所
番号 名称 所在地 電 話 付帯設備

1 富士見福祉作業所 富士見町 1-2-24 522-6950 障害者用

2 ドリーム学園 柴崎町 5-11-26 525-9418 障害者用

3 栄福祉作業所 栄町 5-38-4 536-0549 障害者用

4 一番福祉作業所 一番町 3-6-1 531-6527 障害者用

5 西立川保育園 富士見町 1-18-16 524-7831 乳幼児用

6 柴崎保育園 柴崎町 1-16-23 525-0066 乳幼児用

7 羽衣保育園 羽衣町 2-51-7 522-2161 乳幼児用

8 高松保育園 高松町 1-18-7 525-0201 乳幼児用

9 江の島保育園（協定） 栄町 5-20-3 536-1443 乳幼児用

10 中砂保育園 栄町 5-38-1 536-1391 乳幼児用

11 栄保育園 栄町 3-33-3 525-0815 乳幼児用

12 柏保育園 柏町 3-52-9 536-2565 乳幼児用

13 見影橋保育園（協定） 砂川町 3-23-2 536-1644 乳幼児用

14 上砂保育園 上砂町 1-13-1 536-2670 乳幼児用

15 西砂保育園（協定） 西砂町 2-63-2 531-0514 乳幼児用

16

17

18

※別途、民間事業者の施設については支援協定締結後、追加指定する。

③ 避難場所

番号 名称 面積(㎡) 収容可能人数 所在地 備考

1 国営昭和記念公園 1,673,000 115,000

立川市緑町、泉町地内

及び昭島市もくせいの

杜

昭島市も指定。東京都立

川地域防災センター・立

川広域防災基地など隣接

2 二中一帯 82,000 41,000

曙町３丁目、国立市北 立川国際中等教育学校、

都立短大グランド、曙町運

動広場を含む

※ ２㎡/人で算出

3 多摩川河川敷 415,000 207,500

富士見町６・７丁目地先

柴崎町５・６丁目地先

錦町５・６丁目地先

洪水のおそれのある時は

注意を要する

※ ２㎡/人で算出

計 2,170,000 363,500 - -

参考：立川市地域防災計画資料編

参考：立川市地域防災計画資料編
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２－５ 防災関係機関等緊急時連絡先

防災関係機関緊急時連絡先一覧表（1/2）

施設名称 電話番号 ＦＡＸ 防災無線

東京都総務局総合防災部

防災対策課
03-5388-2455 03-5388-1260 都 70221

防災管理課 03-5388-2451 03-5388-1270 都 70212

夜間防災連絡室 03-5388-2459 03-5388-1958 都 70349

東京都水道局小河内貯水池管理事務所 0428-86-2211 0428-86-2738 都 85801

北多摩北部建設事務所 042-525-9811 042-525-9746 117

立川消防署 本署 042-526-0119 042-528-2327 119

錦町出張所 042-527-0119 042-527-0087 120

砂川出張所 042-535-0119 042-574-2246 121

立川警察署 042-527-0110 042-526-0360 110

多摩立川保健所 042-524-5171 042-524-7813 116

災害医療センター 042-526-5511 042-526-5535 131

国営昭和記念公園事務所 042-524-1516 042-526-1466 172

関東財務局立川出張所 042-524-2195 042-528-0874

相武国道事務所 042-643-2008 042-644-3523

京浜河川事務所多摩川上流出張所 042-552-0667 042-530-1386

日本郵便（株）立川郵便局 042-524-6112 042-526-3989 115

NTT 東日本-東京 042-528-4605 042-527-6518 113

東京電力パワーグリッド（株）立川支社 042-848-7899 042-528-4062 111

東京ガス（株）多摩支店 042-524-2111 042-526-6142 112

東京都水道局多摩水道改革推進本部

立川給水管理事務所
042-548-5110 042-521-5145 都 86076

東日本旅客鉄道 立川駅 042-525-9349 042-528-5270 151

西立川駅 042-522-2419 042-522-2419

西国立駅 042-522-8607 なし

西武鉄道 玉川上水駅 042-536-0922 なし 153

武蔵砂川駅 042-535-8911 なし

西武立川駅 042-531-0261 なし

多摩都市モノレール（本社） 042-526-7800 042-526-7857 152

西武バス立川営業所 042-524-5421 042-524-5423 155

立川バス 042-524-3111 042-526-3777 154

出典：立川市地域防災計画資料編
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防災関係機関等緊急時連絡先一覧表（2/2）

施設名称 電話番号 ＦＡＸ 防災無線

日本赤十字社東京都支部 03-5273-6741 03-5273-6749

東京西赤十字血液センター 042-529-0401 042-529-0402

立川市医師会事務局 042-525-2597 042-526-1612 136

立川市歯科医師会事務局 042-524-0705 042-528-1386 137

立川市薬剤師会事務局 042-527-6556 042-527-5467 138

国家公務員共済組合連合会立川病院 042-523-3131 042-522-5784 132

立川中央病院 042-522-7171 042-522-8744 133

川野病院 042-522-8161 042-529-3948 134

立川相互病院 042-525-2585 042-525-2942 135

伊勢丹 042-525-1111 042-548-2201

高島屋 042-525-2111 042-526-6437

グランデュオ 042-540-2111 042-540-2478

ルミネ 042-527-1411 042-522-7510

いなげや本社 042-537-5111 042-537-5120

立川給食 042-522-7191 042-523-9001

シントミフーズ 042-531-0025 042-531-0098

ジェイコム多摩 042-538-1095 042-538-0015 161

ＦＭたちかわ 042-524-0844 042-527-8443 162

東京みどり農業協同組合立川支店 042-536-1821 042-536-5537

立川商工会議所 042-527-2700 042-527-5913

立川市建設業協会 042-527-5111 042-524-9411

東京都トラック協会多摩支部 042-524-3469 042-525-1775

陸上自衛隊 第一後方支援隊（練馬） 03-3933-1161

東立川駐屯地
042-524-4131

（内 310）

立川駐屯地
042-524-9321

（内 231）

都立立川高校 042-524-8195 042-527-9906 771

都立立川国際中等教育学校 042-524-3903 042-527-1829 772

都立砂川高校 042-537-4611 042-534-0525 773

都立立川ろう学校 042-523-1358 042-523-6421 774

東京都立川児童相談所 042-523-1321 042-526-0150

東京都女性相談センター 042-522-4232 042-524-1097

自治大学校 042-540-4500 042-540-4510 171

出典：立川市地域防災計画資料編
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３ 救援
３－１ 救援程度及び方法の基準
○武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び

方法の基準
（平成 25 年 10 月１日）

（最終改正：平成 29 年３月 31 日）

（平成 25 年内閣府告示第 229 号）

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成 16 年政令第 275 号

第 10 条第１項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に

よる救援の程度及び方法の基準を次のとおり定め、平成 25 年 10 月１日から適用する。

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準

（救援の程度及び方法）

第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令(平成 16 年政令第 275

号。以下「令」という。)第 10 条第１項(令第 52 条において準用する場合を含む。)の規定による

救援の程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平

成 16 年法律第 112 号。以下「法」という。)第 75 条第１項各号及び令第９条各号に掲げる救援の

種類ごとに、次条から第 13 条までに定めるところによる。

２ 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣総理大臣が特別の基準(次項に

おいて「特別基準」という。)を定める。

３ 救援を実施する都道府県知事(地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号〉第 252 条の 19 第１項の指定

都市においては、その長)は、第１項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣

総理大臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出ることができる。

(収容施設の供与)

第２条 法第 75 条第１項第１号の収容施設(応急仮設住宅を含む。)の供与は、次の各号に掲げる施

設ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。

１ 避難所

イ 避難住民(法第 52 条第３項に規定する避難住民をいう。)又は武力攻撃災害(法第２条第４項に

規定する武力攻撃災害をいう。以下同じ。)により現に被害を受け、若しくは受けるおそれのあ

る者(以下「避難住民等」という。)を収容するものであること。

ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な建物を利用す

ることが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営により実施すること。

ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物

の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費は、１人１日当たり 320

円(冬季(10 月から３月までの期間をいう。以下同じ。)については、別に定める額を加算した額)

の範囲内とすること。ただし、福祉避難所(高齢者、障害者等(以下「高齢者等」という。)であ

って避難所での生活において特別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。)を設置し

た場合は、当該地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができ

ること。

ニ 収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期避難住宅を設

置し、これに収容することができることとし、１戸当たりの規模及び避難住民等の収容のため

支出できる費用は、次に掲げるところによること。

（１）１戸当たりの規模は、29.7 平方メートルを標準とし、その設置のための費用は 2,652,000

円以内とすること。

（２）長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、器物の使用

謝金、借上費又は購入費並びに光熱水費は、１人１日当たり 320 円(冬季については、別に定め

る額を加算した額)の範囲内とすること。

ホ 長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね 50 戸以上設置した場合は、居住者

の集会等に利用するための施設を設置できることとし、１施設当たりの規模及びその設備のた
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め支出できる費用は、別に定めるところによること。

へ 老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日常の生活上特

別な配慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設置できること。

ト 長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、これらに収容

することができること。

チ 法第 89 条第３項の規定により準用される建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 85 条第１項

本文、第３項及び第４項並びに景観法(平成 16 年法律第 110 号〉第 77 条第１項、第３項及び第

４項並びに法第 131 条の規定により準用される特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図

るための特別措置に関する法律(平成８年法律第 85 号)第２条、第８条及び第９条の規定は、長

期避難住宅について適用があるものとする。

２ 応急仮設住宅

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、

武力攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であって、自らの資

力では住家を得ることができないものを収容するものであること。

ロ １戸当たりの規模は、29.7 平方メートルを標準とし、その設置のための費用は、2,652,000 円

以内とすること。

ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。

(炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給)

第３条 法第 75 条第１項第２号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給は、次の各号

に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。

１ 炊き出しその他による食品の給与

イ 避難所(長期避難住宅を含む。以下同じ。)に収容された者、武力攻撃災害により住家に被害を

受けて炊事のできない者及び避難の指示(法第 54 条第２項に規定する避難の指示をいう。以下

同じ。)に基づき又は武力攻撃災害により住家に被害を受け避難する必要のある者に対して行う

ものであること。

ロ 被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。

ハ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食及び燃料等の

経費として１人１日当たり 1,130 円以内とすること。

２ 飲料水の供給

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができない者に対して

行うものであること。

ロ 飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水に必要な機

械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用とし、当該地域における通

常の実費とすること。

(被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与)

第４条 法第 75 条第１項第３号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与(以下「生活必需品の

給与等」という。)は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他生活必需品を

喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うものであること。

２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。

イ 被服、寝具及び身の回り品

ロ 日用品

ハ 炊事用具及び食器

ニ 光熱材料

３ 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により１世帯当たり次に掲げる

額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季(４月から９月ま での期間をいう。

以下同じ。)及び冬季とし、生活必需品の給与等を行う日をもって決定すること。
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季別 １人世帯

の額

２人世帯

の額

３人世帯

の額

４人世帯

の額

５人世帯

の額

世帯員数が６人以上１人

を増すごとに加算する額

夏季 18,400 円 23,700 円 34,900 円 41,800 円 52,900 円 7,800 円

冬季 30,400 円 39,500 円 54,900 円 64,200 円 80,800 円 11,100 円

４ 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継続している場

合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。

（医療の提供及び助産）

第５条 第75条第１項第４号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところにより行

うこととする。

１ 医療の提供

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、応急的に処置

するものであること。

ロ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病院若しくは

診療所又は施術所(あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭和22年法律

第217号)又は柔道整復師法(昭和45年法律第19号)に規定するあん摩マツサージ指圧師、はり師、

きゆう師又は柔道整復師(以下「施術者」という。)がその業務を行う場所をいう。以下同じ。)

において医療(施術者が行うことができる範囲の施術を含む。)を行うことができること

ハ 次の範囲内において行うこと。

（１）診療

（２）薬剤又は治療材料の支給

（３）処置、手術その他の治療及び施術

（４）病院又は診療所への収容

（５）看護

ニ 医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料、破損した

医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療報酬の額以

内とし、施術所による場合は協定料金の額以内とすること。

２ 助産

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行うものである

こと。

ロ 次の範囲内において行うこと。

（１）分べんの介助

（２）分べん前及び分べん後の処置

（３）脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給

ハ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし、助産師

による場合は慣行料金の100分の80以内の額とすること。

（被災者の捜索及び救出）

第６条 第75条第１項第５号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところにより行うことと

する。

１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武力攻撃

災害により、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状態にある者を捜索し、

又は救出するものであること。

２ 被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費

又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。

（埋葬及び火葬）

第７条 法第75条第１項第６号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

１ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うものであること。

２ 原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。

イ 棺（附属品を含む。)
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ロ 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。)

ハ 骨つぼ及び骨箱

３ 埋葬のため支出できる費用は、一体当たり大人210,200円以内、小人168,100円以内とすること。

（電話その他の通信設備の提供）

第８条 法第75条第１項第７号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めるところにより

行うこととする。

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行うものであ

ること。

２ 電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第２条第１号

に規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させることにより行うものであ

ること。

３ 電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝金、借上費

又は購入費、必要な通信設備の設備費及び通信費として当該地域における通常の実費とするこ

と。

（武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理）

第９条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第１号の武力攻撃災害を受けた住宅の応急

修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、

武力攻撃災害により住家が半壊又は半焼し、自らの資力では応急修理をすることができない者

又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者に対して

行うものであること。

２ 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、そ

の修理のために支出できる費用は、１世帯当たり574,000円以内とすること。

（学用品の給与）

第10条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第２号の学用品の給与は、次の各号に定め

るところにより行うこととする。

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学上支障のあ

る小学校児童（特別支援学校の小学部児童を含む。以下同じ。）、中学校生徒（中等教育学校

の前期課程及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高等学校等生徒（高等学

校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び

通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生

徒をいう。以下同じ。）に対して行うものであること。

２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。

イ 教科書

ロ 文房具

ハ 通学用品

３ 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。

イ 教科書代

（１）小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律第132号）

第２条第１項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその

承認を受けて使用するものを給与するための実費

（２）高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材を給与するための実費

ロ 文房具費及び通学用品費

（１）小学校児童 １人当たり 4,400円

（２）中学校生徒 １人当たり 4,700円

（３）高等学校等生徒 １人当たり 5,100円

４ 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継

続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができるこ

と。
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（死体の捜索及び処理）

第11条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第３号の死体の捜索及び処理は、

次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。

１ 死体の捜索

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場

合、武力攻撃災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情によりすでに

死亡していると推定される者に対して行うものであること。

ロ 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。

２ 死体の処理

イ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行うも

のであること。

ロ 次の範囲内において行うこと。

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処置

（２）死体の一時保存

（３）検案

ハ 検案は、原則として救護班において行うこと。

ニ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、１体当たり3,400円以内とする

こと。

（２）死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利用す

る場合は当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用できない場

合は１体当たり5,300円以内とすること。この場合において、死体の一時保存にドラ

イアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該地域における通常の実費を加

算することができること

（３）救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内

とすること。

（武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい

支障を及ぼしているものの除去）

第12条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第４号の武力攻撃災害によって住居又はその

周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの（以下「障害物」と

いう）の除去は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。

１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、

居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運びこまれているため一時的

に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では、当該障害物を除去することができない者に

対して行うものであること。

２ 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具等

の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、１世帯当たり135,100円以内とすること。

（救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費）

第13条 法第75条第１項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援のための輸送費及

び賃金職員等雇上費を支給することができる。

１ 救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場合とすること。

イ 飲料水の供給

ロ 医療の提供及び助産

ハ 被災者の捜索及び救出

ニ 死体の捜索及び処理

ホ 救済用物資の整理配分

２ 救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とすること。
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３－２ 備蓄物資・調達可能物資
1 避難所備蓄品一覧（1/3）

参考：立川市地域防災計画資料編
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避難所備蓄品一覧（2/3）

参考：立川市地域防災計画資料編
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避難所備蓄品一覧（3/3）

参考：立川市地域防災計画資料編



資料編

46

2 その他備蓄品一覧（1/2）

出典：立川市地域防災計画資料編
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その他備蓄品一覧（2/2）

出典：立川市地域防災計画資料編
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３－３ 輸送拠点一覧

1 広域輸送拠点一覧
（平成 26 年５月末日現在）

出典：東京都地域防災計画 震災編 別冊資料
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② 地域内輸送拠点一覧
（平成 26 年５月末日現在）

出典：東京都地域防災計画 震災編 別冊資料
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３－４ 大規模救出救助活動拠点

出典：東京都地域防災計画 震災編 別冊資料
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名称 所在地 電話番号 設置者

瑞江葬儀所 江戸川区春江町3-26-1 03-3670-0131

町屋斎場 荒川区町屋1-23-4 03-3892-0311

落合斎場 新宿区上落合3-34-12 03-3361-4042

代々幡斎場 渋谷区西原2-42-1 03-3466-1006

四ッ 木斎場 葛飾区白鳥2-9-1 03-3601-0424

桐ヶ 谷斎場 品川区西五反田5-32-20 03-3491-0213

堀ノ 内斎場 杉並区梅里1-2-27 03-3311-2324

戸田葬祭場 板橋区舟渡4-15-1 03-3966-4242 株式会社戸田葬祭場

臨海斎場 大田区東海1-3-1 03-5755-2833 臨海部広域葬祭場組合

青梅市火葬場 青梅市長淵5-743 0428-22-3918 青梅市

瑞穂斎場組合 瑞穂町大字富士山栗原新田244 0425-57-0064 瑞穂斎場組合

ひので斎場 日の出町大字平井3092 042-597-2131 秋川流域斎場組合

八王子市営斎場 八王子市山田町1681-2 0426-64-5707 八王子市

日野市営火葬場 日野市多摩平3-28-8 042-583-8888 日野市

南多摩斎場組合 町田市上小山田町2147 0427-97-7641 南多摩斎場組合

立川・ 昭島・ 国立・ 火葬場 立川市羽衣3-20-18 042-522-2730 立川・ 昭島・ 国立火葬場組合

日華斎場・ 多摩火葬場 府中市多摩町2-1-1 0423-61-2174 株式会社日華

府中の森市民聖苑 府中市浅間町1-3 0423-67-7788 府中市

大島町火葬場 大島町元町字黒ママ352-3 04992-2-1441 八丈町

小笠原村父島火葬場 小笠原村父島字州崎 04998-2-3113

小笠原村母島火葬場 小笠原村母島字評議原 04998-2-3113

神津島村火葬場 神津島村字つづき 地内 04992-8-0011

新島村火葬場 新島村字檜山 04992-5-1110

式根島火葬場 新島村式根島856-3 04992-5-1110 神津島村

八丈町火葬場 八丈島八丈町三根3481-1 04996-2-1121 大島町

三宅島火葬場 三宅島三宅村阿古548-10 04994-5-0423 三宅村

計 26ケ所

小笠原村

新島村

2
3
区

多
摩
地
区

島
し
ょ

東京博善株式会社

３－５ 災害時臨時離着陸候補地（立川エリア）

エリア名 施設名
座標

所在地
※1候補地

面積等

候補地有

効面積(㎡)

避難場

所指定
現況

所有者又

は、管理者北緯/東経

立川エリア 国立東京災害医療センターヘリポート
35°24’55”

139°14’42”
緑町 3256 2,000 屋上施設 国

３－６ 火葬場一覧

立川・昭島・国立聖苑組合 火葬場 立川市羽衣町 3-20-18 聖苑組合
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３－７ 動物保護に関する通知

動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的な考え方

（平成１７年８月３１日付け環境省自然環境局総務課動物愛護管理室、農林水産省生産局畜産部畜産

企画課事務連絡）

１ 平素からの備え

地方公共団体は、平素において、災害時における動物の管理等への備えと併せて、必要に応じ、

以下の措置の実施に努めるものとする。

○ 危険動物等の逸走対策

・地方公共団体は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）第１６条の

規定等に基づき、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物（以下「危険動物」

という。）等の所有者、飼養状況等について、あらかじめ把握すること。

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、危険動物等が逸走した場合の連絡体制並びに関係

機関及び関係地方公共団体との役割分担の明確化や協力体制について、あらかじめ整備するこ

と。

○ 要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の保護等

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、所有者等が行う要避難地域等において飼養又は保

管されていた家庭動物等の適切な飼養又は保管の活動への支援や動物愛護管理センター等の活

用等当該地方公共団体が実施する措置に関し、連絡体制の整備や関係機関及び関係地方公共団

体との役割分担の明確化や協力体制について、あらかじめ整備すること。

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、要避難地域における家庭動物等の保護等を行うた

めにケージ（おり）等の必要な資材や飼料等の確保に関する取組（関係する企業等の連絡先の

把握その他の供給・調達体制の整備等）を行うこと。

２ 武力攻撃事態等における動物の保護等

地方公共団体は、武力攻撃事態等において、以下の措置を実施する者の安全の確保に十分配慮し

て、可能な範囲で、関係機関及び関係地方公共団体と連携協力を図りながら、当該措置の実施に努

めるものとする。

○ 危険動物等の逸走対策

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、危険動物等が逸走した場合は、住民及び避難住民

への周知並びに避難誘導を図ること。

・地方公共団体は、逸走した危険動物等の迅速な捕獲等の必要な措置を行うこと。

・地方公共団体は、逸走した危険動物等により住民及び避難住民に危害が及んだ場合には、迅速

な救援活動等を行うこと。

○ 要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の保護等

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、所有者等が行う要避難地域等において飼養又は保

管されていた家庭動物等の保護の支援や負傷した家庭動物等の保護収容を行うとともに、家庭

動物等についての相談・助言等の必要な措置を実施すること。

・地方公共団体は、武力攻撃事態等において、動物の愛護及び避難住民の精神的安定等を図る観

点から、所有者等が要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の飼養又は保管

を避難所において行う場合には、その活動を支援するとともに、家庭動物等についての相談・

助言等必要な措置を実施すること。

３ 緊急対処事態における動物の保護等

緊急対処事態における動物の保護等については、１及び２に準ずるものとする
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３－８ 安否情報令

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の手

続その他の必要な事項を定める省令

平成１７年３月２８日

総務省令第４４号

最終改正：平成２７年９月１６日 総務省令第７６号

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令 （平成１６年政令第２７５

号）第２５条第２項 及び第２６条第４項 （これらの規定を同令第５２条 において準用する場合を含

む。）の規定に基づき、武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに安否情報の照会及び回答

の手続その他の必要な事項を定める省令を次のように定める。

（安否情報の収集方法）

第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 （平成１６年法律第１１２号。

以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条 において準用する場合を含む。）

の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害により負傷した住民については様式第

１号を、武力攻撃災害により死亡した住民については様式第２号を用いて行うものとする。ただし、

やむを得ない場合は、地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。

（安否情報の報告方法）

第２条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６年政令第２

７５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条 において準用する場合を含む。）の総

務省令で定める方法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８３条 において準用する場合を含

む。）に規定する安否情報を様式第３号により記載した書面（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。

ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その

他の方法によることができる。

（安否情報の照会方法）

第３条 法第９５条第１項（法第１８３条 において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規

定による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条 において準用する場合を含む。）に規

定する事項を様式第４号により記載した書面を総務大臣又は地方公共団体の長に提出することによ

り行うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合、安否情報について照会

をしようとする者が遠隔の地に居住している場合その他この方法によることができない場合には、

口頭、電話その他の方法によることができる。

２ 法第９５条第１項（法第１８３条 において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定に

より安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏名及び住所又は居所

と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証

明書、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４第１項に規定する住民基本台帳

カードその他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会

する者が本人であることを確認するに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、

やむを得ない理由により、当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は前項ただ

し書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを確認するために総務大臣

又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。

３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する者が本人で

あることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長に対し、必要な資料

の提出を求めることができる。
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（安否情報の回答方法）

第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避難住民に該

当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別その他必要な

事項を様式第５号により記載した書面を交付することにより行うものとする。ただし、事態が急迫

している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によること

ができる。

（安否情報の提供）

第５条 総務大臣は、全ての都道府県知事又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長が法第９５

条第１項の規定に基づく安否情報の回答を行うことができるようにするため、法第９４条第２項の

規定により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、都道府県知事及び市町村の長に

対し、書面により提供することとする。

附 則 抄

（施行期日）

第１条 この省令は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成1８年３月３１日総務省令第５０号）抄

（施行期日）

第１条 この省令は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、本則に１条を加える改正規定及び

附則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分については、平成１９年４月１日から施行す

る。

附 則（平成２７年９月１６日総務省令第７６号）抄

（施行期日）

第１条 この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以

下この条及び次条第１項において「番号利用法」という。）附則第１条第４号に掲げる規定の施行

の日（平成２８年１月１日）から施行する。

（経過措置）

第２条

２ 次に掲げる省令の規定の適用については、住民基本台帳カード（第五条の規定による改正前の

住民基本台帳法施行規則別記様式第二の様式によるものに限る。）は、番号利用法整備法第二十条

第一項の規定によりなお従前の例によることとされた旧住民基本台帳法第３０条の４４第９項の規

定によりその効力を失う時までの間は、個人番号カードとみなす。

１及び２ 略

３ 第１１条の規定による改正後の武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに

安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令第３条第２項
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様式第１号（第１条関係）

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民）

記入日時（ 年 月 日 時 分）

① 氏 名

② フ リ ガ ナ

③ 出 生 の 年 月 日 年 月 日

④ 男 女 の 別 男 女

⑤ 住 所 （ 郵 便 番 号 を 含 む 。）

⑥ 国 籍 日 本 そ の 他 （ ）

⑦ そ の 他 個 人 を 識 別 す る た め の 情 報

⑧ 負 傷 （ 疾 病 ） の 該 当 負 傷 非 該 当

⑨ 負 傷 又 は 疾 病 の 状 況

⑩ 現 在 の 居 所

⑪ 連 絡 先 そ の 他 必 要 情 報

⑫ 親 族 ・ 同 居 者 か ら の 照 会 が あ れ

ば 、 ① ～ ⑪ を 回 答 す る 予 定 で す が 、

回 答 を 希 望 し な い 場 合 は ○ を 囲 ん で

く だ さ い 。

回 答 を 希 望 し な い

⑬ 知 人 か ら の 照 会 が あ れ ば ① ⑦ ⑧ を

回 答 す る 予 定 で す が 、 回 答 を 希 望 し

な い 場 合 は ○ を 囲 ん で く だ さ い 。

回 答 を 希 望 し な い

⑭ ① ～ ⑪ を 親 族 ・ 同 居 者 ・ 知 人 以 外

の 者 か ら の 照 会 に 対 す る 回 答 又 は 公

表 す る こ と に つ い て 、 同 意 す る か ど

う か ○ で 囲 ん で く だ さ い 。

同 意 す る

同 意 し な い

※ 備 考

(注 1) 本 収 集 は 、 国 民 保 護 法 第 94条 第 1項 の 規 定 に 基 づ き 実 施 す る も の で あ り

、 個 人 情 報 の 保 護 に 十 分 留 意 し つ つ 、 上 記 ⑫ ～ ⑭ の 意 向 に 沿 っ て 同 法 第 95

条 第 1項 の 規 定 に 基 づ く 安 否 情 報 の 照 会 に 対 す る 回 答 に 利 用 し ま す 。 ま た

、 国 民 保 護 法 上 の 救 援 （ 物 資 、 医 療 の 提 供 等 ） や 避 難 残 留 者 の 確 認 事 務 の

た め 、 行 政 内 部 で 利 用 す る こ と が あ り ま す 。 さ ら に 、 記 入 情 報 の 収 集 、 パ

ソ コ ン の 入 力 、 回 答 等 の 際 に 企 業 や 個 人 に 業 務 委 託 す る 場 合 が あ り ま す 。

(注 2) 親 族 ・ 同 居 者 ・ 知 人 で あ る か の 確 認 は 、 申 請 書 面 に よ り 形 式 的 審 査 を 行

い ま す 。 ま た 、 知 人 と は 、 友 人 、 職 場 関 係 者 、 近 所 の 者 及 び こ れ ら に 類 す

る 者 を 指 し ま す 。

(注 3) 「 ③ 出 生 の 年 月 日 」 欄 は 元 号 表 記 に よ り 記 入 す る こ と 。

(注 4) 回 答 情 報 の 限 定 を 希 望 す る 場 合 は 備 考 欄 に ご 記 入 願 い ま す 。
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様式第２号（第１条関係）

安否情報収集様式（死亡住民）

記入日時（ 年 月 日 時 分）

① 氏 名

② フ リ ガ ナ

③ 出 生 の 年 月 日 年 月 日

④ 男 女 の 別 男 女

⑤ 住 所 （ 郵 便 番 号 含 む 。）

⑥ 国 籍 日 本 そ の 他 （ ）

⑦ そ の 他 個 人 を 識 別 す る た め の 情 報

⑧ 死 亡 の 日 時 、 場 所 及 び 状 況

⑨ 遺 体 が 安 置 さ れ て い る 場 所

⑩ 連 絡 先 そ の 他 必 要 情 報

⑪

① ～ ⑩ を 親 族 ・ 同 居 者 ・ 知 人 以 外

の 者 か ら の 照 会 に 対 す る 回 答 す る こ

と へ の 同 意

同 意 す る

同 意 し な い

※ 備 考

(注 1)

本 収 集 は 、 国 民 保 護 法 第 94 条 第 1 項 の 規 定 に 基 づ き 実 施 す る も の で あ

り 、 親 族 ・ 知 人 に つ い て は 、 個 人 情 報 の 保 護 に 十 分 留 意 し つ つ 、 原 則 と し

て 、 親 族 ・ 同 居 者 ・ 知 人 か ら の 照 会 が あ れ ば 回 答 す る と と も に 、 上 記 ⑪ の

意 向 に 沿 っ て 同 法 第 95 条 第 1 項 の 規 定 に 基 づ く 安 否 情 報 の 照 会 に 対 す る 回

答 に 利 用 し ま す 。 ま た 、 国 民 保 護 法 上 の 救 援 （ 物 資 、 医 療 の 提 供 等 ） や 避

難 残 留 者 の 確 認 事 務 の た め 、 行 政 内 部 で 利 用 す る こ と が あ り ま す 。 さ ら

に 、 記 入 情 報 の 収 集 、 パ ソ コ ン の 入 力 、 回 答 等 の 際 に 企 業 や 個 人 に 業 務 委

託 す る 場 合 が あ り ま す 。

(注 2)

親 族 ・ 同 居 者 ・ 知 人 で あ る か の 確 認 は 、 申 請 書 面 に よ り 形 式 的 審 査 を 行

い ま す 。 ま た 、 知 人 と は 、 友 人 、 職 場 関 係 者 、 近 所 の 者 及 び こ れ ら に 類 す

る 者 を 指 し ま す 。

(注 3) 「 ③ 出 生 の 年 月 日 」 欄 は 元 号 表 記 に よ り 記 入 す る こ と 。

(注 4) 回 答 情 報 の 限 定 を 希 望 す る 場 合 は 備 考 欄 に ご 記 入 願 い ま す 。

⑪ の 同 意 回 答 者 名 連 絡 先

同 意 回 答 者 住 所 続 柄

(注 5) ⑪ の 回 答 者 は 、 配 偶 者 又 は 直 近 の 直 系 親 族 を 原 則 と し ま す 。
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様式第４号（第３条関係）

安 否 情 報 照 会 書

年 月 日

総務大臣

（都道府県知事）

（市町村長）

殿

申 請 者

住所（居所）

氏名

下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律第９５条第 1項の規定に基づき、安否情報を照会します。

照会をする理由

(○を付けてください。③

の場合、理由を記入願いま

す。)

①

②

③

被照会者の親族又は同居者であるため。

被照会者の知人(友人、職場関係者及び近隣住

民)であるため。

その他

( )

備 考

氏 名

フ リ ガ ナ

出生の年月日

男 女 の 別

住 所

国 籍
(日本国籍を有しない者に限る)

日本 その他（ ）

その他個人を識別

するための情報

※ 申 請 者 の 確 認

※ 備 考

備考１ この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とすること。

２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記入願

います。

３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。

４ ※の欄には記入しないこと。

被
照
会
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
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様式第５号（第４条関係）

安 否 情 報 回 答 書

年 月 日

殿

総務大臣

（都道府県知事）

（市町村長）

年 月 日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答

します。

避難住民に該当するか否かの別

武力攻撃災害により死亡し又は負

傷した住民に該当するか否かの別

氏 名

フ リ ガ ナ

出生の年月日

男 女 の 別

住 所

国 籍
(日本国籍を有しない者に限る)

日本 その他（ ）

その他個人を識別

するための情報

現 在 の 居 所

負傷又は疾病の状況

連絡先その他必要情報

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とすること。

２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には、「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃災害に

より死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には、「死亡」、「負傷」又は「非該当」と

記入すること。

３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。

４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した

上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」の欄に「遺体が安置されている場

所」を記入すること。

５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。

被

照

会

者
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収用すべき
物資の種類

数　 量 所 在 場 所 引 渡 月 日 引 渡 場 所 備        考

　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 処分権者　 氏　 名

備考　 用紙は、 日本工業規格Ａ ５ と する。

　 収用第　 　 　 　 　 号

公　 　 用　 　 令　 　 書
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏　 名

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 住　 所

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 いて準用する第８ １ 条第４ 項

（ 理由）

第１ ８ ３ 条にお　 　 　 　 　

第８ １ 条第２ 項　 　 　 　 　

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第８ １ 条第４ 項　 　 　 　 　

第１ ８ ３ 条にお　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 いて準用する第８ １ 条第２ 項の規定に基づき 、 次のと おり 物資を 収用する。

数　 量 保管すべき 場所 保管すべき 期間 備        考

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 いて準用する第８ １ 条第４ 項

（ 理由）

第１ ８ ３ 条にお　 　 　 　 　

第８ １ 条第３ 項　 　 　 　 　

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第８ １ 条第４ 項　 　 　 　 　

第１ ８ ３ 条にお　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 いて準用する第８ １ 条第３ 項の規定に基づき 、 次のと おり 物資を 収用する。

　 保管第　 　 　 　 　 号

公　 　 用　 　 令　 　 書
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏　 名

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 住　 所

　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 処分権者　 氏　 名

備考　 用紙は、 日本工業規格Ａ ５ と する。

保管すべき 物資の種類

３－９ 公用令書等の様式

① 別記様式第一

② 別記様式第二
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名　 称 数　 量 所 在 場 所 範　囲 期　間 引 渡 月 日 引 渡 場 所 備        考

　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 処分権者　 氏　 名

備考　 用紙は、 日本工業規格Ａ ５ と する。

　 使用第　 　 　 　 　 号

公　 　 用　 　 令　 　 書
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏　 名

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 住　 所

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第　 ８ ２ 条　 　 　 　 　 　 　

第１ ８ ３ 条において準用す

　 　 　 　 　 　 　 　 　 る第８ ２ 条の規定に基づき 、 次のと おり 土地、 家屋又は物資を 使用する。

（ 理由）

いて準用する第第８１条第２項

いて準用する第第８１条第３項

いて準用する第第８１条第４項

いて準用する第第８２条

第１ ８ ３ 条にお　 　 　

（ 取り 消し た処分の内容）

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律　 第８ ２ 条　 　 　 　 　 　

第８ １ 条第２ 項　 　 　

第８ １ 条第４ 項　 　 　

第１ ８ ３ 条にお　 　 　

第８ １ 条第３ 項　 　 　

第１ ８ ３ 条にお　 　 　

第１ ８ ３ 条にお　 　 　

　 取消第　 　 　 　 　 号

公　 　 用　 　 令　 　 書
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏　 名

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 住　 所

　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 処分権者　 氏　 名

備考　 用紙は、 日本工業規格Ａ ５ と する。

処分を 取り 消し たので、 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令

第１ ６ 条　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

第５ ２ 条において準用する第１ ６ 条　 　 　 　 　

　 　 　 の規定により 、 こ れを 交付する。

の規定に基づく 公用令書（ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日　 第　 　 　 　 　 号） に係る

③ 別記様式第三

④ 別記様式第四
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４ 武力攻撃災害の最小化
４－１ 被災情報の報告様式

火災・災害等即報要領
昭和５９年１０月１５日

消防災第２６７号消防庁長官
最終改正 平成２９年 ２月 消防応第１１号

第１ 総則

１ 趣旨

この要領は、消防組織法（昭和22 年法律第 226 号）第４０条の規定に基づき消防庁長官が求める消防

関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法を定めるものとする。

（参考）

消防組織法第４０条 消防庁長官は、都道府県又は市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法に

より消防統計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。

２ 火災・災害等の定義

「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火災報告取扱要領（平

成6 年4 月21 日付消防災第100 号）」、「災害報告取扱要領（昭和45 年4 月10 日付け消防防第246

号）」、「救急事故等報告要領（平成6 年10月17 日付消防救第158 号）」の定めるところによる。

３ 報告手続

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。）が発生した場合に

は、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を処理する一部事務組合又

は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組合又は広域連合を含む。以下第１から第３ま

でにおいて同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県を通じて行うものとする。

ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地域の属する市

町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救助活動、事故の処理等）を

行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主として応急措置を行った市町村又はこれらの

火災等があったことについて報告を受けた市町村が都道府県を通じて行うものとする。

(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害が発生するおそれが著しく大きい場合を

含む。以下同じ。）には、当該災害が発生し、又はそのおそれがある地域の属する市町村は、災害に

関する即報を都道府県に報告するものとする。

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村からの報告

及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について消防庁に報告を行うものと

する。

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第１報を都道府

県に加え、消防庁に対しても、報告するものとする。この場合において、消防庁長官から要請があっ

た場合については、市町村は、第１報後の報告を引き続き消防庁に対しても行うものとする。

(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を最優先として可能な限り早く（原

則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲でその第１報の報告をするものとし、以後、各即報様式

に定める事項について、判明したもののうちから逐次の報告をするものとし、以後、各即報様式に定

める事項について、判明したもののうちから逐次報告をするものとする。都道府県は、市町村からの

報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村からの報告を待たずして情報を入

手したときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとする。

４ 報告方法及び様式

火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に応じた様式に記載し、ファクシミリ等に

より報告するものとする。

ただし、消防機関等への通報が殺到した場合又はファクシミリ等が使用不能な場合で当該方法による

報告ができない場合には、迅速性を最優先とし、電話等通信可能な方法による報告に代えることができ

るものとする。
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また、第１報以後の報告については、各様式で報告が求められている項目が記載された既存資料（地

方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資料など）による報告に代えること

ができるものとする。

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)により被害状況等の画像情報の送信を行

うものとする。

(1) 様式

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。特定の事故とは、石油

コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、原子力災害及び可燃性ガス等の爆

発、漏えい等の事故とする。

なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様式、特定の事故については、第２号様式

により報告すること。

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号様式

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対象とする。

なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等ついては、第３

号様式による報告を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められたものについ

ては、この限りではない。

ウ 災害即報・・・・・第４号様式

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア火災等即報、イ

救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められたものに

ついては、この限りではない。

(2) 画像情報の送信

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共団体（応援

団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したときは、高所監視カ

メラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用いて速やかに被害状況等の画像情報

を送信するものとする。

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等

ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等

（テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニュースにて報道さ

れる火災・災害等をいう。以下同じ。）

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの

５ 報告に際しての留意事項

(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」及び「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等か

判断に迷う場合には、できる限り広く報告するものとする。

(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難な火災・災害等

が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収集に特に配意し、迅速な報

告に努めるものとする。

また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内の市町村が報告を行うことが十分にできな

いと判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効

果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の把握に努めるものとする。

(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等関係機関と密接な連絡を保

つものとする。

特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、都道府県が一元的に集約、調整を行うもの

とする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数について積極的に収集し、当該

情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報告をする

ものとする。

(4) 市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防庁に変更するも

のとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府県に報告をするも

のとする。

(5) (1)から(4)にかかわらず、災害等により消防機関への通報が殺到した場合には、市町村はその状況

を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。
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第２ 即報基準

火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。

１ 火災等即報

(1) 一般基準

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれがある場合を

含む。）等について報告すること。

ア 死者が３人以上生じたもの

イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの

(2) 個別基準

次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に

定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告すること。

ア 火災

（ア) 建物火災

a 特定防火対象物で死者の発生した火災

b 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利用者等が避難した

もの

c 大使館・領事館、国指定重要文化財の火災

d 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災

e 損害額１億円以上と推定される火災

（イ）林野火災

a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの

b 空中消火を要請又は実施したもの

c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの

（ウ）交通機関の火災

a 航空機火災

b タンカー火災

c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの

d トンネル内車両火災

e 列車火災

（エ）その他

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等

（例示）

・消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故

（ア） 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故

（例示）

・危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又は爆発

事故

（イ） 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの

（ウ） 特定事業所内の火災（（ア）以外のもの。）

ウ 危険物等に係る事故

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯蔵し、

又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石油コンビナート等

特別防災区域内の事故を除く。）

（ア）死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの

（イ）負傷者が５名以上発生したもの

（ウ）周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害を及ぼしたも

の

（エ）５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故

（オ） 海上、河川への危険物等流出事故

（カ） 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う、火災・危険物等の漏えい事故

エ 原子力災害等

（ア） 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏えいがあ
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ったもの

（イ）放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中に事故が

発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの

（ウ）原子力災害対策特別措置法（平成11 年法律第156 号）第１０条の規定により、原子力事業者

から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあったもの

（エ）放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏えいがあっ

たもの

オ その他特定の事故

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認められる

もの

カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故

(3) 社会的影響基準

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に大きく取り上げられる

等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。

２ 救急・救助事故即報

救急・救助事故即報については、次の基準に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）に

ついて報告をすること。

(1) 死者５人以上の救急事故

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故

(3) 要救助者が５人以上の救助事故

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げられる等社会

的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点での報告を含む。）

（例示）

・列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故

・バスの転落による救急・救助事故

・ハイジャックによる救急・救助事故

・不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発生した救急・救

助事故

・全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域において同様の事案

が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき救急・救助事故

３ 武力攻撃災害即報

武力攻撃災害等については、次の災害等による火災・災害等（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16 年法律第112 号）第２条

第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、

爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害

(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力攻撃に準ずる

攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又

は物的災害

４ 災害即報

災害即報については、次の基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告

すること。

(1) 一般基準

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府県における被害は軽微であっても、全国的に

見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの

(2) 個別基準

次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める個別基準

に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。
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ア 地震

（ア）当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの

（イ）人的被害又は住家被害を生じたもの

イ 津波

（ア）津波警報又は津波注意報が発表されたもの

（イ）人的被害又は住家被害を生じたもの

ウ 風水害

（ア）崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

（イ）洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

（ウ）強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

エ 雪害

（ア）積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの

（イ）積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの

オ 火山災害

（ア）噴火警報（火口周辺）が発表されたもの

（イ）火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの

(3) 社会的影響基準

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に取り上げられる等社会的影響

度が高いと認められる場合には報告すること。

第３ 直接即報基準

市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当するおそれがある

場合を含む。）については、直接消防庁に報告するものとする。

１ 火災等即報

(1) 交通機関の火災

第２の１の（2）のアの(ウ）に同じ。

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故

第２の１の（2）のイ(ア)、(イ)に同じ。

(3) 危険物等に係る事故（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。）

ア 第２の１の（2）のウ(ア)、(イ)に同じ。

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は周辺で、５

００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するもの

(ア) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの

(イ)５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等

エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、道路

の全面通行禁止等の措置を要するもの

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災

(4) 原子力災害等

第２の１の（2）のエに同じ。

(5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災

(6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの（武力攻撃事

態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。）

２ 救急・救助事故即報

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故

(2) バスの転落等による救急・救助事故

(3) ハイジャックによる救急・救助事故

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故

(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの

３ 武力攻撃災害即報

第２の３の(1)、(2)に同じ。

４ 災害即報

(1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。）
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(2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの

第４ 記入要領

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞれの報告要領

（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）の定めるところによる。

＜火災等即報＞

１ 第１号様式（火災）

(1) 火災種別

火災の種別の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

(2) 消防活動状況

当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請及び消防機関に

よる応援活動の状況についても記入すること。

(3) 救急・救助活動状況

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入すること（消防

機関等による応援活動の状況を含む。）。

(4) 災害対策本部等の設置状況

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設

置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。

(5) その他参考事項

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入すること。

ア 死者３人以上生じた火災

(ア) 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要

a 建物等の用途、構造及び環境

b 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状況並びに予防査察

の経過

(イ) 火災の状況

a 発見及び通報の状況

b 避難の状況

イ 建物火災で個別基準のe、f又はgのいずれかに該当する火災

(ア）発見及び通報の状況

(イ）延焼拡大の理由

a 消防事情

b 都市構成

c 気象条件

d その他

(ウ）焼損地域名及び主な焼損建物の名称

(エ）り災者の避難保護の状況

(オ）都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。）

ウ 林野火災

（ア）火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等）

※必要に応じて図面を添付する。

（イ）林野の植生

（ウ）自衛隊の派遣要請、出動状況

（エ）空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等）

エ 交通機関の火災

(ア）車両、船舶、航空機等の概要

(イ）焼損状況、焼損程度
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２ 第２号様式（特定の事故）

(1) 事故名（表頭）及び事故種別

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

(2) 事業所名

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記入すること。

(3) 特別防災区域

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和50 年法律第84 号。以下この項で「法」とい

う。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、当該地区名を記入すること。また、

法第２条第４号に規定する第一種事業所にあっては、「レイアウト第一種」、「第一種」のいずれかを、

同条第５号に規定する第二種事業所は「第二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。

(4) 覚知日時及び発見日時

「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者が当該事故を発見し

た日時を記入すること。

(5) 物質の区分及び物質名

事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学名を記入すること。

なお、当該物質が消防法（昭和23 年法律第186 号）で定める危険物である場合には、危険物の類別及

び品名について記入すること。

(6) 施設の区分

欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

(7) 施設の概要

「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のように記入すること。なお、

当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分（製造所等の別）についても記入すること。

(8) 事故の概要

事故発生に至る経緯、態様、被害の状況等を記入すること。

(9) 消防防災活動状況及び救急救助活動状況

防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の応急対策の状況を記

入すること。また、他の消防機関等への応援要請及び消防機関等による応援活動の状況についても記入

すること。

(10) 災害対策本部等の設置状況

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置

した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。

(11) その他参考事項

以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。

（例）

・自衛隊の派遣要請、出動状況

(12) 原子力災害等の場合

ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」に読み替えること。

イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、「汚染者」に区

分して記入すること。

ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状況を記入するととも

に、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が定められている場合には、当該通報の内

容を併せて報告すること。

＜救急・救助事故等即報＞

３ 第３号様式（救急・救助事故等）

(1) 事故災害種別

「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。

(2) 事故等の概要

「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。

(3) 死傷者等

ア 「負傷者等」には、急病人等を含む。

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。

(4) 救助活動の要否

救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。
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(5) 要救護者数（見込）

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者を含む。）で、未だ救助されてい

ない者の数を記入すること。また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。

(6) 消防・救急・救助活動状況

出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所属消防本部名、隊の

数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状況等活動の状況について記入すること。

(7) 災害対策本部等の設置状況

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置

した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。

(8) その他参考事項

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。

（例）

・都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況

・避難指示（緊急）・避難勧告の発令状況

・避難所の設置状況

・自衛隊の派遣要請、出動状況

・ＮＢＣ検知結果（剤の種類、濃度等）

・被害の要因（人為的なもの）

不審物（爆発物）の有無

立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等）

＜災害即報＞

４ 第４号様式

(1) 第４号様式－その１（災害概況即報）

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合や災害の当初の段階で被害状況が十

分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の有無、火災、津波の発生の有無等を

報告する場合）には、本様式を用いること。

ア 災害の概況

(ア) 発生場所、発生日時

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。

(イ) 災害種別概況

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等の概況

b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況

c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況

d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況

e その他これらに類する災害の概況

イ 被害の状況

当該災害により生じた被害の状況について、判明している人的被害及び住家の被害に重点を置いて

記入すること。

１１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する災害において、市町

村から消防庁に直接報告をする際に記入すること。

なお、１１９番通報件数については、災害対応の初動段階において、災害の規模を推察する上で重

要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡について可能な限り報告をすること。

ウ 応急対策の状況

(ア) 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等（以下「災害対策本部

等」という。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日時を記入するとともに、市町村（消防

機関を含む。）及び都道府県が講じた応急対策について記入すること。

なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない場合には、任意

の様式を用いて報告をすること。

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が設置されるなど

特記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。

(イ) 消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組

織法第 39 条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記

入すること。
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(ウ) 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。

(エ) その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、他の地方公共

団体への応援要請等について記入すること。

また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警報の伝

達、避難勧告等の発令状況等の警戒・避難対策について記入すること。なお、避難勧告等の発

令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。

(3) 第４号様式－その２（被害状況即報）

ア 各被害欄

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額については、省略

することができる。なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時

点における断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。

イ 災害対策本部等の設置状況

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設

置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。

ウ 災害救助法適用市町村名

市町村毎に、適用日時を記入すること。

エ 災害の概況

災害の概況欄には次の事項を記入すること。

(ア) 災害の発生場所

被害を生じた市町村名又は地域名

(イ) 災害の発生日時

被害を生じた日時又は期間

(ウ) 災害の種類、概況

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し等

オ 応急対策の状況

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行った場合にはその

日時及び内容を記入すること。

また、その他の欄については、避難所の設置状況、災害ボランティアの活動状況等を記入するこ

と。
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○ 我が国関係者は、すべて白地に赤十字の標章を使

用する。

○ 白地に赤十字は、状況に応じて適当な大きさとす

る。

○ 赤十字等の標章の赤色の部分の色は、金赤（CMYK

値：C-0,M-100,Y-100,K-0、RGB 値：#FF0000）を目

安とする。ただし、他の赤色を用いることを妨げな

い。

５ 赤十字標章等・特殊標章等
５－１ 特殊標章及び身分証明書

① 赤十字標章

赤十字標章等及び特殊標章等にかかわる事務の運用に関するガイドライン 様式４
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○ 特殊標章は、オレンジ色地に青色の正三角形と

し、原則として次の条件を満たすもの

(ｱ) 青色の三角形を旗、腕章又は制服に付する場

合には、その三角形の下地の部分は、オレンジ

色とすること

(ｲ) 三角形の一の角が垂直に上を向いていること

(ｳ) 三角形のいずれの角もオレンジ色地の縁に接

していないこと

○ 特殊標章の大きさは、状況に応じて適当な大き

さとする

○ 特殊標章の色については、オレンジ色地の部分

はオレンジ色（CMYK 値：C-0,M-36,Y-100,K-0、

RGB 値：#FFA500）を、青色の正三角形の部分に

ついては青色（CMYK 値：C-100,M-100,Y-0,K-0、

RGB値：#0000FF）を目安とする

ただし、他のオレンジ色及び青色を用いること

を妨げない

② 特殊標章

赤十字標章等及び特殊標章等にかかわる事務の運用に関するガイドライン 様式４
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６ その他
６－１立川市国民保護協議会条例

① 立川市国民保護協議会条例

立川市国民保護協議会条例
平成20年 3月27日

条例第85号

（目的）

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第

112号）第40条第８項の規定に基づき、立川市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及

び運営について必要な事項を定めることを目的とする。

（委員及び専門委員）

第２条 協議会の委員の定数は、40人以内とする。

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

（会長の職務代理）

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理する。

（会議）

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数の者が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。

（部会）

第５条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもって充てる。

４ 部会長に事故あるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務

を代理する。

（雑則）

第６条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議会に諮って定

める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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② 立川市国民保護協議会委員
会 長 立川市長

機 関 委 員 区 分 委員数 委 員 職 名

指定地方行政機関 指定地方行政機関の職員 (法第４０条第４項第１号） 1 関東財務局東京財務事務所立川出張所長

自衛隊 自衛隊に所属する者 （法第４０条第４項第２号） 1 陸上自衛隊第一後方支援連隊第 2 整備大隊長

東京都多摩立川保健所企画調整課長

東京都北多摩北部建設事務所長

警視庁立川警察署長

副市長

副市長

教育長 当該市町村の教育長 （法第４０条第４項第５号） 1 教育長

東京消防庁第八消防方面本部長

立川消防署長

立川市消防団長

総合政策部長

行政管理部長

財務部長

市民生活部長

産業文化スポーツ部長

子ども家庭部長

福祉保健部長

まちづくり部長

環境下水道部長

公営競技事業部長

会計管理者

教育部長

議会事務局長

独立行政法人 国立病院機構災害医療センター院長

日本郵便（株） 立川郵便局長

東日本旅客鉄道（株） 立川駅長

日本通運（株） 多摩支店長

㈱ＮＴＴ東日本東京事業部 東京西支店長

東京電力パワーグリッド（株） 立川支社長

東京ガス（株） 多摩支店長

西武鉄道（株） 小川駅管区長

指定地方公共機関 指定地方公共機関の職員 （法第４０条第４項第７号） 1 多摩都市モノレール（株） 安全管理推進室長

立川市三師会災害医療センター長（医師会）

立川市三師会災害医療センター副センター長（歯科医師会）

立川市三師会災害医療センター（薬剤師会）

立川市自治会連合会会長

立川女性防火の会会長

立川バス（株） 運輸部旅客サービス課長

（法：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律）

6

指定公共機関 指定公共機関の職員 （法第４０条第４項第７号） 8

立川市

消防長

学識経験者 知識又は経験を有する者 （法第４０条第４項第８号）

消防長又はその指名する消防吏員 （法第４０条第４項第５号）

東京都 当該市町村の属する都道府県の職員(法第４０条第４項第３号） 4

当該市町村の副市町村長 （法第４０条第４項第４号）副市長 2

3

13当該市町村の職員 （法第４０条第４項第６号）

東京都水道局多摩改革推進本部立川給水管理事務所長
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